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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ボリビア多民族国 案件名：特別支援教育教員養成プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 基礎教育第一課

協力金額（評価時点）：1億1,000万円 

（2011年度末までの支出実績、及び2012年度以降計画

額） 

協力期間 

 

（R/D）：2010年6月1日～ 

2012年11月30日（2年6カ月間）

（延長）：2012年12月1日～ 

2013年5月31日（6カ月間） 

先方関係機関：教育省 

日本側協力機関：筑波大学特別支援教育研究センター

他の関連協力：― 

１－１ 協力の背景と概要 

ボリビア多民族国（以下、ボリビアと記す）では、障がい者法（1995年制定）において障が

い者には差別なく教育を受ける権利があると規定されているが、特別支援教育の充実のための

具体的な政策は存在していなかった。 

2006年1月、貧富格差の是正、先住民の権利拡大をかかげて政権を獲得し、2009年12月の選挙

においても再選されている現政権は、2006年4月に大統領令No.28671を通じて「障がい者の平

等・機会均等に関する国家計画」（Plan Nacional de Igualdad y Equiparación de Oportunidades：

PNIEO）を制定し、教育分野に関しては学校教育におけるインクルーシブな視点の重視や特別

支援教育の充実を打ち出すなど、特別支援教育の改善を重視する方針をとっている。 

これを受け、ボリビア教育省（Ministerio de Educación：ME）は、2010年より新規教員養成に

関して、教員免許取得条件を従来の3年制の教員養成課程修了（短大卒レベル）から、5年制の

学士課程修了に変更すると同時に、特別支援教育専門課程の新設を決定した。また、特別支援

学校の充実や、普通学校内の特別支援学級設置、普通学級における特別支援教育の実施をめざ

す方針をとっている。一方、これまで新規教員養成カリキュラムのなかに特別支援教育に関す

る講座は存在せず、現職教員への研修も行われていなかったために、国内では高い専門性を有

する特別支援教育専門人材が育成されていない状況である。したがって、現在ボリビアにおい

ては、特別支援教育を強化していくために必要な、特別支援教育を専門とする中核人材の育成

が急務となっている。 

JICAはこれまで企画調査員や青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、本邦研修等を通じ

て、特別支援学校の現職教員に対する支援を行い、特別支援教育の質向上に貢献してきた。こ

れらの成果がボリビア教育省に認識されるに至り、新規教員養成や現職教員研修を通じた特別

支援教育の中核人材育成にかかる技術協力が要請され、これを受けてJICAは2010年6月1日より2

年半の予定で「ボリビア特別支援教育教員養成プロジェクト（Proyecto para Formación de 

Maestros/as en Educación Inclusiva en la Diversidad-Aprendemos en la Diversidad：FM-EID）」を開始

した。その後、2012年10月には、ボリビア側との協議により、プロジェクト期間を半年間延長

し、2013年5月31日までとすることを合意した。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

コアグループ（Grupo Meta：GM）が活用されることにより、特別支援教育に携わる人材

育成が強化される。 

 

（2）プロジェクト目標 

コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材として育成される。 

 

（3）成果 

成果１：コアグループの障がいに関する基礎知識が向上する。 

成果２：コアグループの特別支援の必要な児童・生徒の実態把握及び発達診断能力が向

上する。 

成果３：コアグループの特別支援教育における計画能力が強化される。 

成果４：コアグループの教育実践が向上する。 

成果５：1～4の成果をまとめた教材が作成される。 

成果６：コアグループにより、所属校においてプロジェクト活動のモニタリングが実施

される。（2012年10月の合同調整委員会で追加） 

 

（4）投入（評価時点） 

  ＜日本側＞総投入額：  約1億1,000万円 

（2011年度末までの支出実績： 6,000万円、2012年度以降計画額：5,000万円） 

長期専門家派遣： 1名（特別支援教育） 

研修員受入れ： 計27名（国別研修21名、課題別研修6名） 

機材供与（携行機材を含む）： 616万1,000円（ビデオ機材、教育器具、心理検査用

具等） 

在外事業強化費： 2,696万8,000円 

  ＜ボリビア側＞ 

カウンターパート（C/P）配置：計45名〔教育省3名、教員養成校11名（兼任）、特別

支援教育センター33名（兼任）〕 

機材購入： 

施設提供： 教育省内執務スペース、研修会場の提供 

ローカルコスト負担： 各種研修・セミナー、モニタリングの実施費用 

その他： 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括  村田 敏雄  JICA 国際協力専門員（人間開発部課題アドバイザー）

協力企画   池田 亜美  JICA 人間開発部 基礎教育第一課 

調査期間 2013年2月15日～3月4日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

本プロジェクトは小規模案件であり、協力開始当初（R/D署名2010年5月27日）にプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を作成していない。このため、今

次評価では、第1回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC、2012年3月8日開催）で

合意された指標に基づき実績の確認及び5項目評価を行った。 
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３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

成果１：コアグループの障がいに関する基礎知識が向上する。 

指標：1-1 研修時の事前・事後テスト結果 

1-2 実習結果（公開授業の評価結果） 

成果１は達成された。 

全国研修セミナーにおける事前・事後テスト及び実習の評価結果を比較し、理論面での

理解が不十分である点はみられるものの、全体としてコアグループの障がいに関する知識

向上が確認された。これは、事前テストでは参加者の約7割の得点率が50％以下であったの

に対し、事後テスト及び実習では7割以上の参加者が50％以上の得点率を得たことからも明

らかである。 

なお、個別に分析すると、プロジェクト活動以外にも研修で獲得した知識や技術を積極

的に日々の教育実践に生かしている教員とそうでない教員との間には大きな差が生じてい

る。 

 

成果２：コアグループの特別支援の必要な児童・生徒の実態把握及び発達診断能力が向上す

る。 

指標：2-1（各コアグループメンバー作成の）個別指導計画（プロフィール部分）の完成

度 

成果２は達成された。 

コアグループメンバーが作成した個別指導計画（プロフィール部分）を、日本人専門家

が4段階で評価1（高い順にA～D）した結果、完成度の向上が確認された。2012年4月には約

8割がCレベルであったのに対し、2013年2月には約8割がAレベルに到達している。 

 

成果３：コアグループの特別支援教育における計画能力が強化される。 

指標：3-1（各コアグループメンバー作成の）個別指導計画（指導計画部分）の完成度 

3-2（各コアグループメンバー作成の）授業案の完成度 

成果３は達成された。 

コアグループメンバーが作成した個別指導計画（指導計画部分）を、日本人専門家が4段

階で評価2（高い順にA～D）した結果、完成度の向上が確認された。2012年3月には約7割が

Dレベルであったのに対し、2013年2月には約6割がAレベルに到達している。 

また、授業案の完成度についても同様に4段階評価3（高い順にA～D）を行った結果、2012

年3月には約7割がCレベル以下であったのに対し、2013年2月には約7割がAレベルに到達し

ており、完成度の向上が確認された。 

 

 

                                                        
1 A：精緻な観察に基づいて各児童・生徒に適した個別指導計画を作成できる、B：十分な情報収集と正確な分析に基づいて個

別指導計画を作成できる、C：フォーマットに従って個別指導計画を作成できる（フォーマットが埋められる）、D：不十分な

個別指導計画しか作成できない（フォーマットの記述が不十分である） 
2 A：実施可能かつ評価可能な個別指導計画を作成できる、B：具体的な目標とそれに対応した指導法を含む個別指導計画を作

成できる、C：フォーマットに従って個別指導計画を作成できる（フォーマットが埋められる）、D：不十分な個別指導計画し

か作成できない（フォーマットの記述が不十分である） 
3 A：児童・生徒の個別指導計画に基づく授業案が作成できる、B：内容に過不足のない授業案が作成できる、C：授業案の略案

が作成できる、D：不十分な授業案しか作成できない 
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成果４：コアグループの教育実践が向上する。 

指標：4-1 授業観察シートに基づく公開授業の評価結果 

4-2 授業観察者としての公開授業への参加度評価 

成果４は達成された。 

コアグループメンバーの教育実践については、プロジェクト開始当初より一定の向上が

みられることから、コアグループメンバーが既に特別支援教育の実践能力を身につけてい

たといえる。とはいえ、研修・セミナーで得た知識や技術を日々の授業実践で活用してい

る研修参加者ほど、教育実践の向上度に大きな変化がみられた。 

また、公開授業の評価結果と公開授業への参加度評価からは、より的確な授業観察の視

点を習得することで、自らの教育実践能力の向上にもつながることが明らかとなった。 

 

成果５：1～4の成果をまとめた教材が作成される。 

指標：5-1公式教材としての発行 

成果５は達成に向けて進捗している。 

プロジェクトでは、8種類の教材（理論編３種類、ケーススタディ編5種類）を作成して

いる。現在は教材の執筆を完了し、編集・校正・公式化の段階にある。なお、ケーススタ

ディ教材の執筆を担当したコアグループメンバーの教材作成経験が少なかったこと、プロ

ジェクトの活動計画がボリビアの学校歴と合致していなかったことから、執筆に時間を要

し、プロジェクト期間を6カ月延長することとなった。全教材の出版は、2013年4月中旬に

完了予定である。 

 

成果６：コアグループにより、所属校においてプロジェクト活動のモニタリングが実施され

る。 

指標：相互モニタリングの実践回数 

成果６は達成された。 

当初、本省技官によるモニタリング実施を想定していたが、専門性不足から代替案とし

てプロジェクトの技術評価に継続教育専門ユニット（Unidad Especializada de Formación 

Continua：UNEFCO）技官を活用することになった。しかし、教育省の実施する教員補完研

修プログラム（Programa de Formación Complementaria para Maestras y Maestros：PROFOCOM）

等の活動により、UNFCO技官が多忙であったため、彼らによるモニタリング実施の機会は

十分に得られなかった。 

この代わりとして、プロジェクトでは相互モニタリング手法を導入し、コアグループメ

ンバー間での意見交換と経験共有を効果的に実施することに成功した。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材として育成され

る。 

指標：専門知識、診断能力、計画能力、実践能力の総合評価（成果1～4の指標の総合評価）

プロジェクト目標は達成された。 

成果1～4の指標の評価結果から、プロジェクト開始当初と比較して、コアグループメン

バーの特別支援教育に関する理論・知識や教育実践は向上したといえる。また、コアグル

ープメンバーが教材作成を担ったことにより、彼ら自身の専門性の深化や、理論知識と教

育実践の一体化が可能になった。このような専門性の向上は、コアグループメンバーの自
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信を高め、更にはボリビアにおける特別支援教育専門人材のネットワーク強化につながっ

た。 

ただし、ボリビアの特別支援教育の人材育成は始まったばかりであり、ケーススタディ

や公開授業を通して、更なる専門性の向上が必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

特別支援教育/インクルーシブ教育の推進は、2009年発表のボリビア国家政策、及び2010

年制定の「教育基本法」において優先課題の1つに掲げられていることから、プロジェクト

の政策面での整合性は高い。また、特別支援教育の教員養成により専門性を強化し、障が

い児への教育実践を向上させる必要性が高い一方、ボリビアでは基礎情報すら不足してい

たことから、本分野への協力は現地ニーズに合致している。 

また、プロジェクトはわが国のODA分野別政策「日本の教育協力政策（2011～15）」の重

点分野1「すべての人に質の高い教育を」に合致しており、「対ボリビア多民族国事業展開

計画」（2012年6月）において、重点分野「人材育成を中心とした社会開発」、開発課題「教

育」の下で、「障がい者支援」プログラムに位置づけられていることから、日本の協力方針

とも整合性が高い。 

以上から妥当性は高いと判断される。 

 

（2）有効性：高い 

プロジェクト目標は達成されている。また、成果とプロジェクト目標の因果関係につい

ては、以下のとおりロジカル・フレームワークで整理され、適切にデザインされている。

以上から有効性は高いと判断される。 

なお、成果からプロジェクト目標に至る外部条件は設定されていないが、プロジェクト

目標達成の貢献要因・阻害要因を、以下３－３及び３－４に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボリビアの特別支援教育が改善される。

特別支援教育に携わる人材育成が強化される。

コアグループが教員研修や特別支援教育ネットワークを通じ
て習得した知識・技術・経験を他の教員と共有する。

コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材とし
て育成される。

成果をまとめた教材が作成される。

コアグループの各教育施設における教育実践が向上する。

コアグループの障がいに
関する基礎知識が向上

する。

コアグループの児童・生
徒の実態把握及び発達
診断能力が向上する。

コアグループの計画能力
が強化される。

プロジェクト目標

成果5

成果4

成果1 成果2 成果3

上位目標
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（3）効率性：中程度 

投入はボリビア側・日本側ともにおおむね適切な質・量・時期によって管理・実施され、

成果達成に結び付いている。ただし、ボリビア側については、教材執筆担当のコアグルー

プメンバーの経験不足とプロジェクト活動計画と学校歴との不一致により、執筆活動の遅

延が生じた。この結果、教材の完成及び全国普及のため、プロジェクト期間を6カ月延長し

たことから、効率性は中程度と判断される。 

なお、活動から成果に至る外部条件は設定されていない。 

 

（4）インパクト：高い 

上位目標：コアグループが活用されることにより、特別支援教育に携わる人材育成が強化さ

れる。 

指標：コアグループによる研修実績 

上位目標達成に向けては、特別支援教育分野の教員養成の質の向上がみられる。コアグ

ループメンバーにより計81回の研修・セミナーが実施され、延べ2,000人が参加した。 

正のインパクトとしては、①高等教員養成校において特別支援教育の関心が向上し、教

育環境の改善にもつながったこと、②特別支援教育センター内で教員・関係者間の連携が

強化されたこと、③教室での教育実践向上や家庭訪問を通して、高等教員養成校・特別支

援教育センターの教員と障がい児の両親との良好な関係が構築されたこと、等が挙げられ

る。また、高等教員養成校の教員は、本プロジェクトで教材執筆をした経験を生かし、教

員養成課程のカリキュラム作成にも関与しており、作成教材は同課程のテキストとして活

用される見込みである。一方、負のインパクトはみられない。 

以上から、インパクトは高いと判断される。 

 

（5）持続性：中程度 

コアグループメンバーが習得した知識・技術は、ボリビアの特別支援教育の質の向上に

有効であることが確認されており、教材作成や中核人材の育成を通じて技術面での持続性

はおおむね担保されている。なお、コアグループメンバーの教材開発能力には改善の余地

が残されているが、高い研修運営能力を身につけていることから、今後も公開授業やケー

ススタディを通して、継続的な能力向上・専門性強化を図ることが期待される。また、作

成教材の具体的な活用計画は策定されていないが、コアグループの在籍する高等教員養成

校や特別支援教育センター、今後実施予定の研修参加者により活用される見込みである。

法制度・政策面においても、特別支援教育の強化は、ボリビアの法律・政策に一致する

ことから、持続性は担保されている。しかし、教育省及び高等教員養成校の特別支援教育

分野への優先的な予算配賦、特別支援教育センターでの予算確保等、財政面での持続性は

懸念が残る。また、高等教員養成校における特別支援教育養成課程の新入生受入れ計画や、

同課程教員の職の安定性にも課題が残る。 

以上から、持続性は中程度と判断される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト開始当初から、高等教員養成校及び特別支援教育センターと協働しプロジ

ェクト活動を実施する計画を立案していたことにより、教室現場における教育実践能力向

上につながった。 
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（2）実施プロセスに関すること 

実施プロセスにおける貢献要因としては、コアグループメンバーが強い責任感をもって

積極的にプロジェクト活動へ参加したこと、また、教育省関係者も高いイニシアティブの

下、予算・プロジェクト運営面で高い貢献を果たしたことが挙げられる。 

あわせて、法制度・政策や、システム・組織体制に関しても、特別支援教育について継

続的に広報・啓発活動を行ったこと、教育省の責任者や高等教員養成校・特別支援教育セ

ンターの校長から必要な支援が得られたことも、効果発現に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特別支援教育に係る政策の詳細や、教員養成カリキュラム・法規が未整備の状態でプロ

ジェクトを開始したことにより、プロジェクトのインパクト発現に制約が生じた。また、

計画時点では、コアグループメンバーの科学的調査・学術論文執筆に係る知識・経験の少

なさを十分に把握できておらず、ケーススタディ実現に必要な学校歴との整合性が十分に

考慮されていなかったため、教材執筆に遅延が生じた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施プロセスの問題点としては、プロジェクト期間中にコアグループメンバーが減少し

たこと（当初計画80名→現行42名）や、人事問題に起因してシモン・ロドリゲス高等教員

養成校（コチャバンバ）からの参加者が少なかったことが挙げられる。また、教育省の責

任者や高等教員養成校・特別支援教育センターの校長が頻繁に交代し、プロジェクト活動

の調整に多大な労力を要したが、これに対しては、専門家が直接かつ適時に関係者への説

明を行い、プロジェクト活動への理解を得ることで問題の回避に成功した。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、2013年5月末までに予定された活動をすべて終了する見込みである。 

教育省の調整の下、関係機関のイニシアティブとコアグループメンバーの積極的な貢献、適切

な技術支援によって、プロジェクト目標及び各成果が達成された。 

また、プロジェクトで紹介された知識・技術は、ボリビアの特別支援教育の質向上に有効で

あることが明らかになった。あわせて、特別支援教育センターの教育実践においても、正のイ

ンパクトがあったことが確認された。 

 

３－６ 提言 

（1）プロジェクトを予定どおり2013年5月31日に終了する。 

 

（2）プロジェクトで開発した教材を教員養成及び継続教育（現職教員研修等）にも活用する。

 

（3）プロジェクトに参加した特別支援教育センターをモデル校（リソースセンター）として

位置づけ、研修・セミナーの実施や、高等教員養成校の実習に活用する。 

 

（4）高等教員養成校においても、教室現場での教育実践能力を強化し、障がい児のケースス

タディを深化させる。 

 

（5）コアグループはじめプロジェクト関係者の経験を明文化し、特別支援教育制度整備に活

用する。 
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３－７ 教訓 

（1）プロジェクト成果を 大化し、正のインパクトを確保するためには、現行の教育開発の

方向性に即した政策・法制度の確立が不可欠である。 

 

（2）特別支援教育の専門性は4分野（視覚・聴覚・知的障がいと肢体不自由）に分かれており、

専門性の深化・分化が顕著であることから、1名の専門家が全領域をカバーするには限界が

ある。プロジェクト形成時にはこの点を勘案し、より戦略的な人的投入を実施すべきであ

る。 

 

（3）プロジェクトの効率的な運営のためには、相手国の組織規定に配慮しつつ懸案事項に係

る意思決定過程を明確にするとともに、日本側・ボリビア側関係者の意思統一が重要であ

る。 
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Summary of the Terminal Evaluation  
 

1. Outline of the Project 

Country: The Plurinational State of Bolivia  Project: Teachers Training in Special Needs 
Education 

Sector: Basic education Cooperation scheme: Technical cooperation 
project 

Division in charge: Basic Education Division 1, 
Human Development Department  

Cooperation amount (at the time of 
evaluation): 110 million yen 
(Actual expenditure to end FY2011 and 
planned expenditure from FY2012 onward) 

Period of 
cooperation 

(R/D): June 1, 2010 - 
November 30, 2012 (2 years 6 
months) 
(Extension): December 1, 2012 -
May 31, 2013 (6 months) 

Partner country’s implementing 
organization: Ministry of Education 

Supporting organization in Japan: Special 
Needs Education Research Center, 
University of Tsukuba 

Other related cooperation: - 

1-1 Background to and outline of the cooperation 

In the Plurinational State of Bolivia (hereinafter referred to as “Bolivia”), the Persons with 
Disabilities Act (enacted in 1995) stipulates that persons with disabilities have the right to 
receive education, without discrimination, but no specific policies existed for enhancing 
special needs education. 

The regime that came to power in January 2006 advocated remedying disparities of wealth 
and extending the rights of the indigenous people. The current administration, which was 
re-elected in the December 2009 elections, established the National Plan of Equality and 
Equalization of Opportunities for Persons with Disability (PNIEO) in April 2006 under 
Presidential Order No.28671. In the field of education, it has adopted a policy that 
emphasizes improvements in special needs education, such as emphasizing the perspective 
of inclusive education and enhancing special needs education. 

In response, beginning in 2010, the Bolivian Ministry of Education changed the new 
teacher training system so that the condition for obtaining a teacher’s license was altered 
from completion of a three-year teacher training course (junior college level) to 
completion of a five-year bachelor’s degree, while also establishing a new program 
dedicated to special needs education. Moreover, the policies that were adopted aim to 
enhance special needs schools, establish special needs classes in ordinary schools, and 
implement special needs education in ordinary classes. On the other hand, there have been 
no courses focused on special needs education in the curriculum for new teacher training, 
nor do in-service teachers receive any training. This means that dedicated special needs 
education personnel with a high level of expertise have actually not been cultivated within 
Bolivia. Consequently, the cultivation of core personnel who specialize in special needs 
education, which is a requirement in order to strengthen such education, is a matter of 
urgency in Bolivia at present. 

To date, JICA has provided support to in-service teachers at special needs schools through 
the dispatch of project formulation advisors, Japan Overseas Cooperation Volunteers, and 
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Senior Volunteers, as well as the provision of training in Japan. This support has 
contributed to improving the quality of special needs education. These outcomes came to 
the attention of the Bolivian Ministry of Education, which then requested technical 
cooperation from Japan in the cultivation of core special needs education personnel 
through new teacher training and training for in-service teachers. In response, JICA 
established the Project for Teacher Training in Special Needs Education in Bolivia, which 
was due to run for two and a half years from June 1, 2010. Subsequently, in October 2012, 
following discussions with the Bolivian side, it was agreed to extend the Project by six 
months, until May 31, 2013. 

 
1-2 Contents of the cooperation 
 
(1) Overall goal 

Strengthening of human resources development related to special needs education through 
the effective use of the Core Group. 

 
(2) Project goal 

Cultivation of the Core Group as personnel who will play a key role in special needs 
education in Bolivia. 

 
(3) Outputs 

Output 1: The teachers of the Core Group improved their basic knowledge on disability. 

Output 2: The teachers of the Core Group acquired the ability to make diagnosis and 
pedagogical assessment of students with special educational needs. 

Output 3: The teachers of the Core Group strengthened planning capacity on Inclusive 
Education in Diversity (annual, weekly, teaching situations and individual 
plans). 

Output 4: The teachers of the Core Group improved teaching practice in their 
educational institutions. 

Output 5: The teachers of the Core Group prepared materials for outputs 1-4 and other 
requirements according to the Ministry of Education. 

Output 6: Monitoring of project activities by the teachers of the Core Group in the 
schools to which they are assigned. (Added by the Joint Coordinating 
Committee in October 2012) 

 
(4) Inputs (at the time of evaluation) 

Japanese side: Total amount: approximately 110 million yen  

(Actual expenditure to end FY2011: 60 million yen; planned expenditure from FY2012 
onward: 50 million yen) 

Dispatch of long-term experts: 1 (special needs education) 

Acceptance of training participants: 27 in total (21 in country-specific training; 6 in 
topic-specific training) 

Provision of equipment (including equipment for experts): 
6.161 million yen (video equipment, educational 
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apparatus, tools for psychological testing, etc.) 

Overseas project improvement costs: 26.968 million yen 
 
 
Bolivian side: 

Placement of counterparts (C/P): 45 persons in total (3 at the Ministry of Education, 
11 at teacher training schools (concurrent posts), 
33 at the Special Education Center (concurrent 
posts) 

Purchase of equipment: 

Provision of facilities: Provision of office space within the Ministry of 
Education and workshop venues 

Local cost burden: Cost of implementing training courses, seminars, 
and monitoring 

2. Outline of the evaluation team 

Team members Leader: Toshio Murata, Senior Advisor (Education), 
JICA 

Cooperation planning: Ami Ikeda, Basic Education Division 1, 
Human Development Department, JICA 

Period of the 
evaluation 

February 15 - March 4, 2013 Type of evaluation: Terminal evaluation 

3. Outline of the evaluation results  

As the project was a small-scale one, no Project Design Matrix (PDM) was created when 
cooperation first began (R/D signature: May 27, 2010). Accordingly, the recent evaluation 
focused on the confirmation of achievements and a five evaluation criteria based on the 
indicators agreed at the first meeting of the Joint Coordinating Committee (JCC; held on 
March 8, 2012). 
 
3-1 Confirmation of the achievements 
 
(1) Degree of output achievement  
 

Output 1: The teachers of the Core Group improved their basic knowledge on 
disability. 

Indicators: 1-1 Pre- and post-training test results 
1-2 Results in practical exercises (results of evaluation of demonstration 
classes) 

Output 1 was achieved. 

Although there were some areas where the understanding of theoretical aspects was 
inadequate when the results of the tests administered before and after the national training 
seminar and the evaluation of practical exercises were compared, an improvement in the 
Core Group’s understanding of disability was observed overall. This is also clear from the 
fact that, whereas approximately 70% of the teachers scored 50% or less in the test 
administered before the training, more than 70% of the teachers scored at least 50% in the 
post-training test and practical exercises. 
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In addition, analyzing the results on an individual basis, there was a significant gap 
between those teachers who, in their day to day teaching practice proactively made use of 
the knowledge and techniques that they had learned from training, compared to those 
involved in the Project who did not make use of what they had learned. 

 
Output 2: The teachers of the Core Group acquired the ability to make diagnosis and 

pedagogical assessment of students with special educational needs. 
Indicator: 2-1 Degree of completeness of individual guidance plans (profile section; 

compiled by each teacher of the Core Group) 

Output 2 was achieved. 

When the individual guidance plans (profile section) compiled by the teachers of the Core 
Group were evaluated by the Japanese experts on a four-rank scale1 (A-D, with A as the 
highest grade), an improvement in the degree of their completeness was observed. 
Whereas approximately 80% scored a C in April 2012, approximately 80% attained an A 
in February 2013. 

 
Output 3: The teachers of the Core Group strengthened planning capacity on Inclusive 

Education in Diversity (annual, weekly, teaching situations and individual 
plans). 

Indicators: 3-1 Degree of completeness of individual guidance plans (guidance section; 
compiled by each teacher of the Core Group) 
3-2 Degree of completeness of lesson plans (compiled by each teacher of the 
Core Group) 

Output 3 was achieved. 

When the individual guidance plans (guidance plan section) compiled by the teachers of 
the Core Group were evaluated by the Japanese experts on a four-rank scale2 (A-D, with 
A as the highest grade), an improvement in the degree of their completeness was 
observed. Whereas approximately 70% scored a D in March 2012, approximately 60% 
attained an A grade in February 2013. 

Moreover, the degree of completeness of the lesson plans was also evaluated on the basis 
of a four-rank scale3 (A-D, with A as the highest grade), and whereas approximately 70% 
scored a C or lower in March 2012, approximately 70% attained an A in February 2013, 
demonstrating an improvement in the degree of completeness. 

 
Output 4: The teachers of the Core Group improved teaching practice in their 

educational institutions. 
Indicators: 4-1 Results of the evaluation of demonstration classes based on the class 

observation sheet 
4-2 Evaluation of the degree of participation in demonstration classes as a 
class observer 

                                                 
1 A: Can formulate individual guidance plans appropriate to each child, based on detailed observation; B: Can formulate individual guidance plans 
based on adequate information gathering and accurate analysis; C: Can formulate individual guidance plans following the form (form is filled in); 
D: Can only formulate inadequate individual guidance plans (form not filled in adequately) 
2 A: Can formulate individual guidance plans that are feasible and can be evaluated; B: Can formulate individual guidance plans that include 
specific goals and guidance methods tailored to these; C: Can formulate individual guidance plans following the form (form is filled in); D: Can 
only formulate inadequate individual guidance plans (form not filled in adequately) 
3  A: Can formulate lesson plans based on the individual guidance plans for children; B: Can formulate well-balanced lesson plans; C: Can 
formulate skeleton lesson plans; D: Can only formulate inadequate lesson plans 
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Output 4 was achieved. 

Improvements can be seen in the teaching practice of the teachers of the Core Group 
compared with the situation at the beginning of the Project. Thus the teachers have 
acquired the practical skills required for special needs education. Nevertheless, a greater 
level of improvement in teaching practice was seen among those who had more 
experience of participating in training courses and seminars, and who then used the 
knowledge and techniques that they learned in these courses and seminars in their day to 
day teaching practice. 

Moreover, based on the results of the evaluation of demonstration classes and the 
evaluation of the degree of participation in these demonstration classes, it was clear that 
the development of a more precise viewpoint by the participants when they observed 
classes led to an improvement in the teaching practice abilities of these participants after 
their observation experience. 

 
Output 5: The teachers of the Core Group prepared materials for outputs 1-4 and other 

requirements according to the Ministry of Education. 
Indicator: 5-1 Publication as official teaching materials 

Progress is being made toward the achievement of Output 5. 

As part of the Project, eight types of teaching materials (3 types of theory manuals and 
five types of case study manuals) were compiled. The writing of the teaching materials 
has been completed and they are now in the process of being edited, proofread, and 
authorized. It should be noted that the teachers of the Core Group, who were in charge of 
writing the case study materials, had little experience of compiling teaching materials, and 
the activity plan for the Project did not correspond to the Bolivian academic year, so it 
took time to complete the writing stage and the Project period was extended by six months 
as a result. The publication of all teaching materials is expected to be completed in the 
middle of April 2013. 

 
Output 6: Monitoring of project activities by the teachers of the Core Group in the 

schools to which they are assigned. 
Indicator: Number of times on which mutual monitoring is carried out 

Output 6 was achieved. 

Initially, it was envisaged that monitoring would be carried out by officials from the 
Ministry, but due to a lack of expertise, an alternative solution was adopted, involving 
technical evaluation of the Project by officials from the Special Unit for Continuing 
Education (UNEFCO: Unidad Especializada de Formación Contitua). However, the 
UNEFCO officials were very busy with activities such as the Ministry of Education’s 
Program of Complementary Education (PROFOCOM: Programa de Formación 
Complementaria), so there were insufficient opportunities for them to carry out 
monitoring. 

Instead, mutual monitoring techniques were introduced for the Project, and success was 
achieved in the effective implementation of exchanges of opinions and the sharing of 
experience among the teachers. 

 
(2) Degree of project goal achievement 
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Project goal: Cultivation of the Core Group as personnel who will play a key role in 
special needs education in Bolivia. 

Indicator: Overall evaluation of expertise, diagnostic ability, planning ability, and 
practical skills (overall evaluation of the indicators for Outputs 1-4) 

The project goal was achieved. 

From the results of the evaluation of the indicators for Outcomes 1-4, it can be said that 
compared with the situation at the outset of the Project, the theoretical knowledge and 
teaching practice of Core Group members in regard to special needs education have 
improved. Moreover, by playing an active role in compiling teaching materials the Core 
Group members have improved their expertise and integrated their theoretical knowledge 
and teaching practice. These improvements in expertise have increased the confidence of 
the Core Group members, as well as strengthening interpersonal relations among the 
specialists in special needs education in Bolivia. 

However, human resources development in the field of special needs education in Bolivia 
has only just begun, and it is necessary to promote further improvements in expertise 
through case studies and demonstration classes. 

 
3-2 Summary of the evaluation results  
 
(1) Relevance: High 

The promotion of special needs education and inclusive education was cited as a priority 
task in the Bolivian national policy announced in 2009 and in the Education Act enacted 
in 2010, so the Project has a high level of consistency in terms of policy. Moreover, while 
there is a great need to strengthen expertise by cultivating teachers in the field of special 
needs education as well as by improving teaching practice in regard to children with 
disabilities, Bolivia also lacked even basic information in this field, so this cooperation 
met the local needs. 

Furthermore, the Project corresponds to the Focus Area (1) “Quality Education for All” in 
“Japan’s Education Cooperation Policy 2011-2015”, which is one of Japan’s sectoral ODA 
policies; in addition, in the Country Assistance Program for the Plurinational State of 
Bolivia (June 2012), under the development task “Education”, which is part of the Priority 
Area “Social Development Assistance Focused on Human Resource Development”, the 
Project is positioned as a program to support persons with disabilities, so it also has a high 
level of consistency with Japan’s policy on cooperation. 

Thus, the relevance of the Project is judged to be high. 
 

(2) Effectiveness: High  

The project goal has been achieved. Moreover, the causal relationship between the outputs 
and the project goal has been designed on the basis of the following logical framework. 
Thus, the effectiveness of the Project is judged to be high. 

In addition, although no external conditions were set for the process from the outputs to 
the project goal, 3-3 and 3-4 below summarize the factors contributing to the achievement 
of the project goal, as well as the factors hindering it. 
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(3) Efficiency: Medium 

The inputs were managed and implemented by both the Bolivian and Japanese sides based 
on appropriate quality, quantity, and timing, leading to the achievement of the outputs. 
However, on the Bolivian side, delays in the production of the teaching materials occurred 
due to the lack of experience of the Core Group members responsible for writing them and 
the fact that the Project activity plan did not correspond to the academic year. As a result, 
the project period was extended by six months, in order to allow for completion of the 
teaching materials and their nationwide dissemination, so the efficiency was judged to be 
medium. 

No external conditions were set for the process from carrying out the activities to 
achieving the outputs. 

 
(4) Impact: High  
 

Overall goal: Strengthening of human resources development related to special needs 
education through the effective use of the role of a Core Group. 

Indicator: Training achievements by the Core Group 

Improvements in the quality of teacher training in the field of special needs education 
were observed, which demonstrated progress towards the achievement of the overall goal. 
A total of 81 training courses and seminars were conducted by the Core Group members, 
in which a total of 2,000 people participated. 

Positive impacts include (1) interest in special needs education among teacher training 
colleges has increased, leading to an improvement in the educational environment; (2) 
collaboration among teachers and other personnel at the Special Education Center has 

Improvement of special needs education in Bolivia. 

Strengthening of human resource development relating to special needs 
education.

Using teacher training and special needs education networks to share 
with other teachers the knowledge, techniques, and experience gained 

by the Core Group.

Cultivation of the Core Group as personnel who will play a key role 
in special needs education in Bolivia. 

Compilation of teaching materials that summarize the outputs. 

Improvement of teaching practice at the educational institutions of the teachers 
of the Core Group

Improvement of the Core 
Group's basic knowledge 

of disability. 

Improvement of the Core Group's 
understanding of the actual status 
of children, as well as its ability to 
carry out developmental diagnosis.

Strengthening of the 
Core Group's planning 

ability. 

Project goal 

Output 5 

Output 4 

Output 1 Output 2 Output 3 

Overall goal 
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been strengthened; and (3) improved teaching practice in the classroom and home visits 
have led to the development of good relationships between teachers at teacher training 
colleges, the Special Education Center, and the parents of children with disabilities. 
Moreover, teachers at teacher training colleges are making use of their experience in 
writing teaching materials as part of this project. These teachers are also becoming 
involved in formulating curriculums for teacher training courses and it is anticipated that 
the teaching materials that they compile will become set texts for teacher training courses 
in future. On the other hand, no negative impacts can be seen. 

Thus, the impact of the Project is judged to be high. 
 
(5) Sustainability: Medium  

The knowledge and techniques learned by the Core Group members have been confirmed 
to be effective in improving the quality of special needs education in Bolivia. The 
sustainability of the Project from the technical perspective has been guaranteed through 
the compilation of teaching materials and the cultivation of core personnel. In addition, 
while there is scope for improvement in the ability of the Core Group members to develop 
teaching materials, they have acquired a high level of ability to run training courses. Thus 
it is expected that there will be ongoing improvement of the abilities of the Core Group 
members and the strengthening of their expertise through demonstration classes and case 
studies. Moreover, although no concrete plan has been developed for utilizing the teaching 
materials that were compiled in this Project, it is anticipated that they will be used by 
participants in training courses that are due to be conducted at teacher training colleges 
and the Special Education Center, where the Core Group members work. 

The strengthening of special needs education corresponds to the laws and policies of 
Bolivia, so the Project’s sustainability is guaranteed from the perspective of the legal 
system and policies. However, concerns remain about its financial sustainability in 
relation to such matters as the priority allocation of budget funding to the field of special 
needs education by the Ministry of Education and teacher training colleges, and the 
securing of a budget at the Special Education Center. Moreover, issues remain in relation 
to the plan for accepting new entrants into special needs education teacher training courses 
at teacher training colleges, and the stability of the posts of the staff teaching these 
courses. 

Thus, the sustainability of the Project is judged to be medium. 
 
3-3 Factors for the emergence of the effects 
 
(1) Factors relating to the contents of the plan 

From the outset of the Project, plans for the implementation of project activities were 
formulated in collaboration with the teacher training colleges and the Special Education 
Center, leading to improved performance in teaching practice in actual classroom 
situations. 

 
(2) Factors relating to the implementation process 

Contributory factors related to the implementation process include the fact that the Core 
Group members participated actively in project activities with a strong sense of 
responsibility, and the fact that the Ministry of Education staff involved demonstrated 
great initiative and made a significant contribution in terms of the budget and project 
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management aspects. 

In conjunction with this, in regard to the legal system and policies, and organizational 
systems and frameworks, the fact that the Core Group members carried out ongoing 
public relations and educational activities focused on special needs education with the 
necessary support of officials at the Ministry of Education, the principals of the teacher 
training colleges, and the director of the Special Education Center, the Project was able to 
achieve the desired effects. 

 
3-4 Problems and factors that caused problems 
 
(1) Problems relating to the contents of the plan 

Constraints on the achievement of project impacts arose due to the fact that the project 
began before details of the policy on special needs education and the teacher training 
curriculum and laws had been put in place. Moreover, at the time of planning, there was 
an inadequate understanding of how little knowledge and experience the Core Group 
members had of conducting scientific surveys and writing academic papers. Insufficient 
consideration was also given to consistency with the academic year, which was required in 
order to conduct the case studies, so delays arose in writing the teaching materials. 

 
(2) Problems relating to the implementation process  

Problems related to the implementation process include the decline in the number of Core 
Group members during the project period (initial plan: 80 people → actual: 42 people) 
and the fact that there were few participants from the Simón Rodríguez Teacher Training 
College (Cochabamba), due to personnel issues. Moreover, there were frequent changes 
among the officials at the Ministry of Education, the principals of the teacher training 
colleges, and the director of the Special Education Center, and a great deal of effort was 
required to coordinate project activities. However, the participating experts succeeded in 
avoiding problems by directly explaining matters to the people involved, as required, and 
securing their understanding for project activities. 

 
3-5 Conclusion 
All activities planned as part of this Project are expected to be completed by the end of May 
2013. 
 
The project goal and various outputs were achieved thanks to the initiative demonstrated by 
the relevant organizations, the proactive contributions made by the Core Group members, and 
appropriate technical support, all coordinated by the Ministry of Education. 
 
Moreover, it became clear that the knowledge and techniques introduced through the Project 
would be effective in improving the quality of special needs education in Bolivia. In addition, 
it was confirmed that the Project had had a positive impact on teaching practice at the Special 
Education Center. 
 
3-6 Recommendations 
 
(1) The Project ended on May 31, 2013, as planned. 
 
(2) The teaching materials developed through the Project should be used to train teachers and 
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provide ongoing education (training of in-service teachers, etc.) 
 
(3) The Special Education Center, which participated in the Project, should be positioned as a 

model school (resource center) and used for holding training courses and seminars, as well 
as for practical exercises by teacher training colleges. 

 
(4) Teaching practice abilities in classroom situations should be strengthened, and more 

in-depth case studies of children with disabilities developed at the teacher training 
colleges as well. 

 
(5) The experiences of those involved in the Project, especially the Core Group members, 

should be documented and used in the further development of the special needs education 
system. 

 
3-7 Lessons learned  
 
(1) The establishment of policies and legal systems that are consistent with the current 

direction of the development of education is essential, in order to maximize project output 
and ensure positive impacts. 

 
(2) Expertise in special needs education is divided into four fields (visual impairment, hearing 

impairment, intellectual disability, and physical disability), and there is a marked degree 
of specialization and differentiation between them, so there are limits to the ability of a 
single expert to cover all these fields. This fact should be taken into account when 
developing projects, so that more strategic human inputs can be ensured. 

 
(3) In order to ensure the efficient running of projects, it is vital to ensure that those on the 

Japanese side and those on the Bolivian side share a common understanding and purpose, 
as well as clarifying the decision-making process in relation to outstanding issues, taking 
into account organizational regulations in the counterpart country. 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」と記す）では、障がい者法（1995年制定）において障が

い者には差別なく教育を受ける権利があると規定されているが、特別支援教育の充実のための具

体的な政策は存在していなかった。 

2006年1月、貧富格差の是正、先住民の権利拡大を掲げて政権を獲得し、2009年12月の選挙にお

いても再選されている現政権は、2006年4月に大統領令No.28671を通じて「障がい者の平等・機会

均等に関する国家計画」（Plan Nacional de Igualdad y Equiparación de Oportunidades：PNIEO）を制定

し、教育分野に関しては学校教育におけるインクルーシブな視点の重視や特別支援教育の充実を

打ち出す等、特別支援教育の改善を重視する方針をとっている。 

これを受け、ボリビア教育省（Ministerio de Educación：ME）は、2010年より新規教員養成に関

して、教員免許取得条件を従来の3年制の教員養成課程修了（短大卒レベル）から、5年制の学士

課程修了に変更すると同時に、特別支援教育専門課程の新設を決定した。また、特別支援学校の

充実や、普通学校内の特別支援学級設置、普通学級における特別支援教育の実施をめざす方針を

とっている。一方、これまで新規教員養成カリキュラムのなかに特別支援教育に関する講座は存

在せず、現職教員への研修も行われていなかったために、国内では高い専門性を有する特別支援

教育専門人材が育成されていない状況である。したがって、現在ボリビアにおいては、特別支援

教育を強化していくために必要な、特別支援教育を専門とする中核人材の育成が急務となってい

る。 

JICAはこれまで企画調査員や青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、本邦研修等を通じて、

特別支援学校の現職教員に対する支援を行い、特別支援教育の質向上に貢献してきた。これらの

成果がボリビア教育省に認識されるに至り、新規教員養成や現職教員研修を通じた特別支援教育

の中核人材育成に係る技術協力が要請され、これを受けてJICAは2010年6月1日より2年半の予定で

「ボリビア特別支援教育教員養成プロジェクト（Proyecto para Formación de Maestros/as en 

Educación Inclusiva en la Diversidad-Aprendemos en la Diversidad：FM-EID）」を開始した。その後、

2012年10月には、ボリビア側との協議により、プロジェクト期間を半年間延長し、2013年5月31日

までとすることを合意した。 

今般、プロジェクト活動終了を3カ月後に控え、終了時評価調査を実施した。なお、本件は小規

模案件であり、終了時評価を要する案件には該当しないものの、特別支援教育に取り組む案件は

限定的であり、今後の教育協力や障がい者支援を検討するうえでの情報・知見として重要である

ことから、同国「教師教育教材改訂プロジェクト」詳細計画策定調査（詳細は同調査報告書参照）

と同時期に、簡易な方法により終了時評価を行った。 

 

１－２ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 村田 敏雄 JICA 国際協力専門員（人間開発部課題アドバイザー） 

協力企画 池田 亜美 JICA 人間開発部 基礎教育第一課職員 
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１－３ 調査日程 

現地調査は、2013年2月15日から3月4日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

日 程 
活動内容 

※「教師教育教材改訂プロジェクト」詳細計画策定調査の活動も含む 

2月15日 金 東京/マナグア発 

2月16日 土 
16:05 ラパス着 

19:00 JICAボリビア事務所/団内打合せ 

2月17日 日 
AM 協議準備、資料整理 

15:00-19:00 JICAボリビア事務所打合せ 

2月18日 月 
9:00-11:00 JICAボリビア事務所打合せ 

PM 協議準備 

2月19日 火 

9:30-10:00 教育省高等教育次官協議 

16:00-16:30 教育省教師教育局長協議 

16:30-17:00 教育省代替・特殊教育次官協議 

2月20日 水 

8:30-11:00 シモンボリバル高等教員養成校（ Escuela Superior de 

Formación de Maestros：ESFM）視察 インタビュー 

15:30-16:00 教育省国際協力担当官協議 

2月21日 木 報告書・ミニッツ/Acta案作成、団内協議 

2月22日 金 報告書・ミニッツ/Acta案作成、団内協議 

2月23日 土 
AM 報告書・ミニッツ/Acta案作成、資料整理 

15:30-19:00 FM-EID専門家インタビュー 

2月24日 日 報告書・ミニッツ/Acta案作成、団内協議、資料整理 

2月25日 月 

9:00-10:00 教育省教師教育局長協議 

 報告書作成 

18:30-19:00 教育省高等教育次官協議 

19:30-20:30 JICAボリビア事務所打合せ 

2月26日 火 

8:00-9:00 教育省代替・教育次官協議 

15:00-16:00 VIPFE（Viceministerio de Inversión Pública y Financiamiento 

Externo）担当官協議 

2月27日 水 

8:30-9:30 教育省高等教育次官・教師教育局長とのActa署名、教員養

成カリキュラム・教育実習に係る提言（プレゼンテーショ

ン） 

14:30-16:00 ムルラタ特別支援教育センター授業観察、インタビュー 

17:00-17:30 教育省代替・特殊教育次官協議 

2月28日 木 報告書作成 

3月1日 金 

8:30-10:30 教育省代替・特殊教育局協議 

10:30-11:30 FM-EID専門家打合せ 

16:00-17:00 JICAボリビア事務所報告 

17:00-18:00 在ボリビア日本大使館報告 

3月2日 土 16:45 ラパス発→東京着（3月4日） 
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１－４ 面談者 

調査団は、ボリビア教育省、シモン・ボリバル高等教員養成校、ムルラタ特別支援教育センター、

日本側関係者等との協議、インタビュー及び授業観察を行った。面談者は表１－１のとおり。 

 

表１－１ 面談者リスト 

No. 氏 名 役 職 

教育省 

1 Benecio Quispe 高等教育次官 

2 Noel Aguirre 代替・特殊教育次官 

3 Fernando Carrión 教師教育局長 

4 Susana Postigo 大臣官房国際協力チーム専門官 

5 Delia Apaza 特殊教育局長 

6 Jaime Chambilla 教員継続研修専門官 

7 Luisa Cáceres Velasco 教員養成専門官 

8 Gonzalo Vacaflores 特殊教育技官 

9 José Luis Pumacawa 特殊教育技官 

開発企画省公共投資･海外金融次官室 

1 Stephanie Bellot 海外金融分析官 

シモン・ボリバル高等教員養成校 

1 José Antonio Villalba Choque 校長 

2 Rómulo Huayta 総務経理局長 

3 Melva Laime Bramas 学術局長 

4 Edith Chacón 教員（コアグループメンバー） 

5 María Luisa Cusicanqui 教員（コアグループメンバー） 

6 María Consuelo Dávila 教員（コアグループメンバー） 

7 Juan Gutiérrez 教員（コアグループメンバー） 

8 María Elena Martínez 教員（コアグループメンバー） 

ムルラタ特別支援教育センター 

1 Luz Wayar 校長 

2 Ruth Bautista 教員（コアグループメンバー） 

3 Lizet Ortiz 教員（コアグループメンバー） 

4 Nancy Maydana 教員（コアグループメンバー） 

5 Edwin Coaquira 教員（コアグループメンバー） 

FM-EIDプロジェクト 

1 上條 高子 長期専門家 

在ボリビア日本大使館 

1 江崎 浩司 参事官 

2 紙屋 貴典 二等書記官（経済協力担当） 

JICAボリビア事務所 

1 丸岡 秀行 所長 

2 河内 正浩 次長 

3 大里 圭一 所員 

4 Mónica Okabe ナショナルスタッフ 

5 Rocío Peredo 在外専門調整員  
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第２章 対象プロジェクトの概要 
 

２－１ ボリビアの教育セクター概況1 

２－１－１ 教育セクター概況 

（1）新教育法制定と教育制度改革 

2009年2月の新憲法発布後、懸案であった新教育法（Ley de la Educación “Avelino 

Siñani-Elizardo Pérez”）が2010年12月に制定され、多民族国家の設立と「尊厳ある生き方（Vivir 

Bien）」をめざし、脱植民地化を掲げる新たな教育理念の下、各種の教育改革が実施されて

いる。そして、普通教育制度は、これまでの就学前教育1年間－初等教育8年間－中等教育4

年間－高等教育（過程により教育年限多様）から就学前教育2年間－初等教育6年間－中等

教育6年間－高等教育に移行された。 

 

（2）カリキュラム改編 

新教育法の制定を受け、新憲法と新教育法の理念を教育現場で実践すべく、2011年9月に

普通教育、高等技術教育、教員養成、代替教育のカリキュラムが公式発表された。新カリ

キュラムに基づく教育は、児童・生徒や学校が属するコミュニティの問題やニーズを把握

し、これを解決・実現するために必要な知識・技術を「生産的コミュニティ教育プロジェ

クト（Proyecto Educativo Cominitario Productivo）」を通じて獲得するデザインになっている。

これは半期ごとに教員が準備する指導計画と一連の教育・学習活動に相当し、1つのテーマ

（例えば「水」「環境保全」など）に基づき、各教科の要素を盛り込んで作成するもので、

児童・生徒の問題解決能力育成をめざしている。日本の「総合的な学習の時間」に似てい

るが、教科書を用いた教科別指導は行わず全教育課程を総合学習とするところが非常に大

きな特徴である。教育省はカリキュラム（日本の学習指導要領総則に相当）とプログラム

（学習指導要領教科に相当）の提示、生産的コミュニティ教育プロジェクトに必要な各種

執務参考資料の提供、教育実践に必要な教員研修の実施を行い、教員はこれらを基に学校

教育を実践することになる。なお、同教育の実施体制は教育省、市役所（役場）、コミュニ

ティ組織（先住民組織など）によって構成され、同プロジェクトを通じた教育実践に必要

な各種情報・支援が市役所とコミュニティ組織から提供される見込みである。また、教育

省は新カリキュラムに即した教科書を作成しない方針であるものの、各種指導案集のアー

カイブを整備する計画を有しており、将来的には各地の生産的コミュニティ教育プロジェ

クトの実践結果そのものが、地域的な特徴を帯びた教科書として昇華されることを期待し

ている。 

新カリキュラムは、①教育省本省による国レベルの「基礎カリキュラム（Currículo Base）」

と「学習計画（Plan de Desarrollo）」の策定、②①を各地の特性やニーズに応じて適正化さ

せた、地域レベルの「地域カリキュラム（Currículo Regionalizado）」の策定、③②を学校や

児童生徒の現状に合わせて改編した「多様化カリキュラム（Currículo Diversificado）」の策

定、の3段階を経て授業実践にあたることが規定されている。しかし、各カリキュラムの内

容規定の不十分さ、カリキュラム策定・適正化プロセスの不明確さ、「地域カリキュラム」

                                                        
1 「ボリビア多民族国 特別支援教育教員養成プロジェクト 運営指導調査団報告書」JICA、2012より 

 



 

－5－ 

の地理的な適用範囲と策定主体の未規定、初等・中等教育第1学年を除く新カリキュラム導

入スケジュールの未定などの問題が存在しており、短期間で新カリキュラムの教室実践を

行える状況にはない。なお、これらの背景には全教科統合をめざす総合学習に起因する技

術的な困難さとカリキュラム開発関連の専門人材の大幅な不足が存在する。 

ちなみに、教育省の当初予定では、2011年12月までに総合的な教育計画、カリキュラム

終版、プログラム、執務参考資料を作成し、それらを基にした教員研修を2011年中に実

施し（主に初等・中等教育第1学年担当教員対象）、2012年から本格導入する予定であった。

しかし、事前研修の不足などを理由に教員組合の反対を受け、2012年は初等・中等教育第1

学年カリキュラムの試行期間とし、初等教育第2～6学年と中等教育第2～6学年については、

2012年の試行結果を踏まえて導入スケジュールが決定される見込みである。 

 

（3）教員養成課程の改編 

教員養成課程は後期中等教育3年間から高等教育2年間を加えた高等教育5年間になり、実

施機関である教員養成校も名称を“Instituto Normal Superior（INS）”から“Escuelas Superiores 

de Formacion de Maestras y Maestros（ESFM）”へと変え、カリキュラムも改定された。これ

に併せて2011年には教員養成校第1・2学年担当教員の再雇用（選考に基づく再契約）が、

2012年には教員養成校第3～5学年担当教員の再雇用が実施された。また、教育省は新カリ

キュラム実践準備と教員需給調整の必要から2012年は新入生を募集せず、新課程の2・3年

生が教員養成校で学んでいる状況にある。 

 

（4）現職教員研修の現状 

2009年6月施行の大統領令156号によって継続教育専門ユニット（Unidad Especializada de 

Formación Continua）が設置された。UNEFCOの前身である現職教員研修センター（Instituto 

de Formación Docente：INFOPER）は、分野専門性を有する技官を抱え、彼らが研修講師と

なって研修を実施していた。しかし、UNEFCOでは、研修の計画・実施・評価は行うもの

の、研修講師はテーマの専門性と経験を有する現職教員（契約講師）が担っており、UNEFCO

は現職教員研修調整機関として機能している。 

同機関は2011年までに常設現職教員研修プログラム（Interino Formativo：I/F、参加教員約

4万7,000名）、中等教員専門強化研修プログラム（Programa de Especialización y Actualización 

para los Maestros de Secundaria：PEAMS、参加教員約3,000名）を実施し、今後、代用教員資

格付与プログラム（Programa de Profesionalización para los Maestros Interinos：PPMI）の後継

的な位置づけを有する教員補完研修プログラム（Programa de Formación Complementaria para 

Maestras y Maestros：PROFOCOM）の実施を計画している。同プログラムは新カリキュラム

の適切な導入をめざして実施されるものである。 

 

２－１－２ 特別支援教育への取り組み 

（1）特別支援教育の法的枠組み 

1985年に教育省内にリハビリテーションと特殊教育部門が設置され、1990年には教育省

が統合教育（インテグレーション教育）をめざして「バリアフリーの推奨」と「段階的な

学校教育への統合」の推進を決定した。後者の方針は、①肢体不自由・運動障がい、感覚
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器障がい（聴覚・視覚）に関しては完全な統合教育、②普通教育と特殊教育を組み合わせ

た部分的な統合教育、③普通教育施設の付属学級での部分的な統合教育、である。しかし、

1994年には教育改革法1565が制定されて特殊教育は代替教育として位置づけられたことに

より、代替教育と普通教育の組織的統合がなされず、特殊教育は特殊教育諸学校に対して

の支援に限られ、普通教育内の障がい児に対してのケアや普通学校への啓発は実現しなか

った。 

2006年4月には｢障がい者の平等・機会均等に関する国家計画｣（PNIEO）を国家政策とし

て認める内容の大統領令No.28671が制定された。PNIEOにおける教育分野の目的は、特別支

援教育の必要な生徒たちの能力に応じた国家教育制度におけるインクルージョンの促進で

ある。また、戦略として、①教育制度へのインクルージョン教育の視点の適用、②教育カ

リキュラムの適合の促進、③インクルーシブな視点による特殊教育の実践、④同専門性を

身につけさせる教員養成の実現、⑤コミュニティ参加によるリハビリテーションの技術的

手段の導入、⑥情報整備と研究活動の促進、⑦成人教育へのアクセスの保障、⑧障がい者

の大学や専門学校へのアクセスの促進が掲げられた。 

2009年2月7日には新憲法が発布され、そのなかには11章にわたって障がい者関連の記述

が存在する。特に第70章の「障がい者の権利」、第71章の「障がい者差別の禁止と社会参加

の促進」、第72章の「障がいの予防とリハビリテーションの保障」は非常に重要である。こ

の憲法を受けて内閣改造や省庁再編が行われ、教育省では代替・特殊教育次官室と特殊教

育局が設置された。また、司法省では平等・機会均等次官室が設けられ、障がい局が新設

された。 

2010年12月20日には新教育法（アベリノシニャニ・エリサルドペレス）が公布された。

同法では特殊教育の位置づけが明確になり、特殊教育は個々の能力や潜在的可能性を尊重

しつつ、知的・学習・運動・聴覚・視覚障がい、肢体不自由、重複障がいをもつ児童・生

徒と優秀児童・生徒を対象に、包括的な国家教育制度のなかで特別支援教育がなされるこ

とと規定された。 

その具体的な目標は次の9つである。①特別支援教育の提供による自己実現と社会参加の

実現、②普通教育へのインテグレーション、③学習支援による心理・教育的発達の実現、

④特別支援教育への人々の関心向上、⑤早期療育と初等教育の提供、⑥普通教育における

特別支援教育の必要な児童・生徒への教育的支援、⑥専門学校や大学へのアクセスの促進、

⑦点字、手話、特別な教材・教具、指文字などの教育制度への導入と教員養成課程での義

務化、⑧全学校における専門的コミュニケーション手段の準備、⑨知的・身体的・感覚的

能力の違いの発見と解決のための専門的技術の促進・適用。 

 

（2）特別支援教育の現状 

プロジェクト開始後の特別支援教育の動きとして、政府による特別支援学校3校の建設、

教員養成課程カリキュラムへの特別支援教育関連講義の導入と必修化、教員養成校インク

ルーシブ教員養成課程の人材再雇用の実施がある。2011年9月に公布された教員養成課程カ

リキュラムは、プロジェクトの研修内容と関連性が高くなっており、プロジェクトのイン

パクトが確認できる。 
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２－２ 基本計画 

本プロジェクトの概要は表２－１のとおり。なお、成果６は2012年2月27日（月）～3月9日（金）

の運営指導調査時のJCCにおいて追加することが合意された。 

 

表２－１ プロジェクト基本計画の概要 

協力期間 2010年6月1日～2013年5月31日（3年間） 

上位目標 
コアグループが活用されることにより、特別支援教育に携わる人材育成が強化さ

れる。 

プロジェクト 

目標 
コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材として育成される。 

期待される 

成果 

① コアグループの障がいに関する基礎知識が向上する。 

② コアグループの特別支援の必要な児童・生徒の実態把握及び発達診断能力が

向上する。 

③ コアグループの特別支援教育における計画能力が強化される。 

④ コアグループの各教育施設における教育実践が向上する。 

⑤ 1-4の成果をまとめた教材が作成される。 

⑥ コアグループにより所属校においてプロジェクト活動のモニタリングが実

施される。 

対象サイト ラパス県、コチャバンバ県、サンタクルス県 

 

２－３ 実施体制 

プロジェクトの実施体制は、プロジェクト・ダイレクターである高等教育次官が議長を務める

合同調整委員会（JCC）を 高意思決定機関とし、プロジェクトの実施方針の決定、年間活動計画

の承認と進捗確認、プロジェクトが実施する研修内容の決定、その他のプロジェクト実施に関す

る各種決定を行う。JCCは原則として年1回開催されるが、必要に応じて議長がJCCメンバーを招集

し、協議できる仕組みになっている。JCCのメンバーは高等教育次官、代替・特殊教育次官、普通

教育次官、教員養成局長、同局教員養成課長、同局技官（以上、ボリビア側）、JICAボリビア事務

所長、JICA専門家（以上、日本側）で構成されているが、必要に応じて教育省の代替特殊教育次

官室特別支援教育局長、普通教育次官室普通教育局長、普通教育次官室初等・中等教育局長が参

加する。 

JCCの下部にはプロジェクト・マネジャーである教員養成局長が委員長を務める運営委員会

（Comité de Ejecución：CE）が存在し、プロジェクトの適切な実施にかかる組織間調整、プロジェ

クト活動の進捗確認、県レベルのモニタリングやワークショップ運営などのファシリテーション、

県レベルの活動に係る活動進捗確認などを行う。CEは原則として教育省が県ごとに月に2回召集す

ることになっている。CEのメンバーは教員養成局長、同局教員養成課長、同局技官、協力対象の

教員養成校3校の副校長、協力対象の特別支援学校/センターの校長・センター長（以上、ボリビア

側）、JICA専門家（以上、日本側）によって構成される。 
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図２－１ プロジェクト実施体制図 

 

２－４ 協力内容 

本プロジェクトの基本的なロジック・モデル（活動と期待される効果の因果関係）は、図-2のと

おりである。この図は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）記載の上位目標・プロ

ジェクト目標・成果間の関係性を明確にすべく、運営指導調査時に作成されたものである。これ

で明らかなように、プロジェクトはコアグループの基礎知識、実態把握/発達診断能力、計画能力

を向上させ、教員養成校3校や特別支援学校/センター7校での教育実践を改善する。そして、プロ

ジェクト活動を通じて獲得した知識・技術を各施設で実践し、それらの経験を基に教材を作成す

ることでコアグループの更なる能力向上を図るデザインになっている。さらに、コアグループが

作成教材を媒介として他の教員と知識・技術・経験を共有しつつ特別支援教育指導者を効果的・

効率的に育成することで、将来的にボリビア国全土の特別支援教育の改善をめざしている。 
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図２－２ プロジェクト概念図 

出所：「ボリビア多民族国 特別支援教育教員養成プロジェクト 運営指導調査団報告書」JICA、2012 

 

ボリビアの特別支援教育が改善される。

特別支援教育に携わる人材育成が強化される。

コアグループが教員研修や特別支援教育ネットワークを通じ
て習得した知識・技術・経験を他の教員と共有する。

コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材とし
て育成される。

成果をまとめた教材が作成される。

コアグループの各教育施設における教育実践が向上する。

コアグループの障がいに
関する基礎知識が向上

する。

コアグループの児童・生
徒の実態把握及び発達
診断能力が向上する。

コアグループの計画能力
が強化される。

プロジェクト目標

成果5

成果4

成果1 成果2 成果3

上位目標
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本プロジェクトは小規模案件であり、協力開始当初（R/D署名2010年5月27日）にプロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を作成していない。このため、今次評価

では、2012年3月8日開催の第1回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で合意され

た指標に基づき、実績の確認及び5項目評価を行った。 

 

３－２ 評価実施方法 

本評価調査の実施プロセスと評価方法は以下のとおりである。 

 

３－２－１ 評価実施プロセス 

（1）プロジェクト・チームにより、自己評価結果（評価グリッド案）を作成する。 

 

（2）PDMに沿って、投入実績、活動実績、計画達成度を確認する。 

 

（3）計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点から、プロジェクトの目標達成度及び成果等を評価する。 

 

表３－１ DAC評価5項目 

評価項目 説 明 

妥当性 

（relevance） 

開発援助と、ターゲット・グループ・相手国・ドナーの優先度

並びに政策・方針との整合性の度合い。 

有効性 

（effectiveness）

開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

（efficiency） 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測

する。開発援助が期待される結果を達成ために最もコストのか

からない資源を使っていることを示す経済用語。最も効率的な

プロセスが採用されたかを確認するため、通常、他のアプロー

チとの比較を必要とする。 

インパクト 

（impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せず

に生じる、正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境

並びにその他の開発の指標にもたらす主要な影響や効果を含

む。 

持続性 

（sustainability） 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続す

るかを測る。開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でな

ければならない。 

出所：「新 JICA事業評価ガイドライン 第1版」JICA、2010 

 

（4）上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画についてプ

ロジェクト・チームと協議し、提言、教訓を取りまとめる。 
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（5）評価・協議結果を合同評価報告書（西語）として取りまとめる。 

 

（6）調査結果を踏まえ教育省関係者と協議を行い、議事録（Acta）で合意する。 

 

３－２－２ 評価方法 

「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」（JICA、2010）に基づき、「プロジェクト評価の手引

き－改訂版JICA事業評価ガイドライン－」（JICA、2004）を参考に、以下の手法によりプロジェ

クト評価を実施した。 

（1）文献・既存資料調査（各種調査団報告書、事業進捗報告書、その他プロジェクト作成の

各種報告書等、既存報告書の分析） 

 

（2）直接観察（特別支援教育センターの観察） 

 

（3）インタビュー調査〔教育省本省と高等教員養成校・特別支援教育センターのプロジェク

ト関係者（校長、教員等）へのインタビュー〕 

 

（4）プロジェクトによる自己評価結果（評価グリッド案）の確認・修正 

 

３－４ 評価調査の制約・限界 

本評価調査実施にあたり、以下の制約・限界が存在した。 

 

（1）物理的制約 

本終了時評価調査団は詳細計画策定調査と同期間で実施し、その間に評価分析、合同評価

報告書作成、評価結果に関する合意を行わなければならないため、現地調査活動に費やせる

時間は非常に限られている。そのため、今回はプロジェクトの自己評価結果の検証を主業務

とし、現地調査は同作業に必要な補足調査の実施にとどまった。 

また、本プロジェクト対象地域は3県にまたがり、地理的に非常に広範である。したがって、

コアグループ全員を対象にプロジェクトの効果を直接検証することは困難であり、悉皆調査

結果に近い既存資料（研修事前・事後テスト結果、個別指導計画、授業案等）を基に評価分

析を行わざるを得なかった。 

 

（2）客観性の確保 

評価分析をするうえで客観性の確保は最も重要な考慮事項である。そのため、本終了時評

価調査にあたっては、確認された事実にのみ基づいて判断することを徹底した。しかし、プ

ロジェクト評価のあり方そのものに起因して、その客観性には一定の限界が存在する。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ 実績の確認 

４－１－１ 投入実績 

（1）日本側投入 

日本側総投入額は1億1,000万円（2011年度末までの支出実績及び2012年度計画額）で、詳

細は以下のとおりである。 

 

1）専門家派遣 

2012年7月までに長期専門家1名が派遣された。なお、長期専門家はプロジェクト延長

に伴い半年間の任期延長を行った。 

 

表４－１ JICA専門家派遣実績 

区 分 氏 名 指導科目 派遣期間 

長期専門家 上條貴子 特別支援教育 2010/6/1～2013/5/31 

 

2）調査団派遣 

調査団派遣実績は以下のとおり。 

 

表４－２ JICA調査団派遣実績 

調査団名 担当分野 氏 名 所 属 派遣期間 

詳 細 計 画

策 定 調 査

団 

団長 西方 憲広 
JICA国際協力専門員/ 
人間開発部課題アドバイザー 

2010/2/18～2/25 

教員研修 上條 貴子 - 2010/1/16～2/27 

協力企画 前田 佳代子 JICA人間開発部基礎教育第二課職員 2010/2/18～2/25 

運営指導 専門員 村田 敏雄 
JICA国際協力専門員/人間開発部課題

アドバイザー 
2011/10/20～10/26

運 営 指 導

調査団 

団長/総括 村田 敏雄 
JICA国際協力専門員/ 
人間開発部課題アドバイザー 

2012/2/26～3/16 

特別支援教育 
（知的障がい） 

野村 勝彦 
筑波大学特別支援教育研究センター 
教諭 

2012/2/25～3/12 

特別支援教育 
（視覚障がい） 

間々田 和彦
筑波大学特別支援教育研究センター 
教諭 

2012/2/25～3/12 

運 営 指 導

調査団 
団長 村田 敏雄 

JICA国際協力専門員/ 
人間開発部課題アドバイザー 

2012/10/15～11/4 

終 了 時 評

価調査団 

団長 村田 敏雄 
JICA国際協力専門員/ 
人間開発部課題アドバイザー 

2013/2/16～3/2 

協力企画 池田 亜美 
JICA本部 
人間開発部基礎教育第1課 

 

3）機材投入 

供与機材の調達実績は表４－３のとおり。 
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表４－３ 機材投入実績 

機材名 
数

量 
供与場所 使用状況

価格 
（USドル）

供与日 

ビデオ機材 7 

アウディオロヒア聾学校 使用中 500 

2011/6/27、7/11 
（調達2010年度）

パラリシスセレブラル・センター 使用中 500 

ムルラタ・センター 使用中 500 

フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中 500 

アプレシア・センター 使用中 500 

プレファBセンター 使用中 500 

プレファ・コチャバンバ・センター 使用中 500 

ビデオ機材 3 

シモンボリバル教員養成校 使用中 500 

2012/3/2 エンリケフィノット教員養成校 使用中 500 

シモンロドリゲス教員養成校 使用中 500 

教育器具 
・マット 
・バランスボール

（丸） 
・バランスボール

（卵形） 
・トンネル 
・袋 
・縄跳び 

 
 

各4
各1

各1

各1
各1
各2

アウディオロヒア聾学校 使用中 228 

2011/12/9 

パラリシスセレブラル・センター 使用中 228 

ムルラタ・センター 使用中 228 

フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中 228 

アプレシア・センター 使用中 228 

プレファBセンター 使用中 228 

プレファ・コチャバンバ・センター 使用中 228 

シモンボリバル教員養成校 使用中 228 

エンリケフィノット教員養成校 使用中 228 

心理検査用具 各11

アウディオロヒア聾学校 使用中 1,583 

2011/5～6 

パラリシスセレブラル・センター 使用中 5,350 

ムルラタ・センター 使用中 1,583 

フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中 1,583 

アプレシア・センター 使用中 1,583 

プレファBセンター 使用中 4,554 

プレファ・コチャバンバ・センター 使用中 1,583 

シモンボリバル教員養成校 使用中 3,166 

2013/5 シモンロドリゲス教員養成校 使用中 1,583 

エンリケフィノット教員養成校 使用中 2,605 

参考図書 48 シモンボリバル教員養成校 使用中 942 2013/5 

点字器と算盤 

50 シモンボリバル教員養成校 使用中 526 

2013/5 50 シモンロドリゲス教員養成校 使用中 526 

50 エンリケフィノット教員養成校 使用中 526 

アクリル板の黒板

（磁石使用可） 

23 フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中

5,000 

2012/6 18 プレファBセンター 使用中 3,913 

8 パラリシスセレブラル・センター 使用中 1,739 

1 アプレシア・センター 使用中 217 

生徒用の個別机

とイス 

10 アプレシア・センター 使用中 1,228 

2012/5～6 

149
フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中 19,525 

53 プレファ・コチャバンバ・センター 使用中 6,905 

166 ムルラタ・センター 使用中 21,620 

203 プレファBセンター 使用中 26,409 
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144 パラリシスセレブラル・センター 使用中 18,434 

140 アウデイオロヒア聾学校 使用中 18,296 

2012/8 
26 

フリア・ヒメネス・デ・グティエレ

ス聾学校 
使用中 3,521 

10 プレファ・コチャバンバ・センター 使用中 1,354 

4 パラリシス・セレブラルセンター 使用中 542 

合計   163,448  

 

5）本邦研修 

コアグループの能力向上をめざして表４－４のとおり本邦研修が実施された。 

 

表４－４ 本邦研修実績 

研修名 期 間 研修員 本邦協力機関 

南米地域 
特別支援教育 

2010/9/1～ 
2010/10/9 

合計：3名 
1. ラミロ・クエンタス教育省教員養成局長（当時） 
2. コンスエロ・ダビラ教員養成校教員 
3. ジョニー・モレノ教員養成校教員 

筑波大学人間

学群障害科学

類 
筑波大学特別

支援教育研究

センター 

南米地域 
特別支援教育 

2011/8/20～ 
2011/10/1 

合計：3名 
1. ルーシー・フェルナンデス教育省技官 
2. ファニー・チャコン教員養成校教員 
3. リリィ・オルトゥニョ教員養成校教員 

同上 

日本の特別支

援教育 
（視覚・聴覚

障がい） 

2011/11/1～ 
2011/11/25 

合計：10名 
1. フアン・グエティエレス教員養成校教員（視覚） 
2. オルランド・カマチョ聾学校教員 
3. ミルタ・アルバレス教員養成校教員（聴覚） 
4. クリスティーナ・デルガディリョ盲学校教員 
5. マリアエレーナ・マリティネス教員養成校教員

（聴覚） 
6. カテリネ・サルバティエラ盲学校教員 
7. スルマ・ソラレス聾学校教員 
8. グロリア・アバスト聾学校教員 
9. オリビア・サグレド聾学校教員 
10. ロサリオ・カベサス盲学校教員 

筑波大学特別

支援教育研究

センター 
附属視覚特別

支援学校 
附属聴覚特別

支援学校 

特別支援教育

教員養成制度

強化 

2011/11/7～ 
2011/11/11 

1. テラサス・アルマンド教育省高等教育次官 同上 
筑波大学人間

学群障害科学

類 

日本の特別支

援教育 
（知的・発達

障 が い 、 運

動・重複障が

い） 

2012/6/4～ 
2011/6/29 

合計：10名 
1. マリア・ルイサ・クシカンキ教員養成校教員（運動） 
2. ルティ・ロブレス教員養成校教員（運動） 
3. ビクトリア・モロン教員養成校教員（知的） 
4. イレネ・フェルナンデス運動障がい特別支援学

校校長 
5. マウリシオ・ソサ運動障がい特別支援学校教員 
6. マルケサ・レアニョス運動障がい特別支援学校

教員 
7. リディア・ペレド知的障がい特別支援学校校長 
8. ルドビナ・グティエレス知的障がい特別支援学

校教員 

筑波大学特別

支援教育研究

センター 
附属大塚特別

支援学校 
附属桐が丘特

別支援学校 
附属久里浜特

別支援学校 



 

－15－ 

9. ルトゥ・バウティスタ知的障がい特別支援学校

教員 
10. リセット・オルティス知的障がい特別支援学校

教員 

 

また、プロジェクト外の活動ではあるが、C/Pの能力向上を目的として参加した地域別

研修は表４－５のとおり。 

 

表４－５ 地域別研修実績 

研修名 期 間 研修員 本邦協力機関 

南米地域 
特別支援教育 

2010/9/1～ 
2010/10/9 

合計：3名 
1. ラミロ・クエンタス教育省教員養成局長（当時） 
2. コンスエロ・ダビラ教員養成校教員 
3. ジョニー・モレノ教員養成校教員 

筑波大学人間学

群障害科学類 
筑波大学特別

支援教育研究

センター 

南米地域 
特別支援教育 

2011/8/20～ 
2011/10/1 

合計：3名 
1. ルーシー・フェルナンデス教育省技官 
2. ファニー・チャコン教員養成校教員 
3. リリィ・オルトゥニョ教員養成校教員 

同上 

 

5）在外事業強化費 

現地におけるプロジェクト活動実施経費は以下のとおり。また、プロジェクトは現地

コンサルタント、第三国専門家を活用し、実施体制の強化を図っている。 

 

表４－６ 在外強化費実績 

年 度 金 額 

2010  546万3,000円（実績） 

2011  665万2,000円（実績） 

2012  821万8,000円（見込み） 

2013  333万4,000円（見込み） 

計 2,366万7,000円 
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表４－７ 現地コンサルタント一覧 

氏 名 役 割 雇用期間 

クラゥディア・ドラド 
テキスト等の編集とプロジェク

トのロジスティックス 

2010/12/10～2011/3/31 

2011/4/19～2012/3/30 

2012/4/30～11/30 

2012/12/21～2013/5/31 

フアン・カルロス･ドゥラン 

第1回全国研修セミナー講師 

2010/7/12～14 

ルシオ･アルバレス 2010/7/15 

フェリサ・アリ 2010/7/12 

ロクサナ・セルム 2010/7/16 

ロシオ･ペレド 
―― 

グラシエラ・ミナヤ 

ニノスカ・オカンポ 
第2回全国研修セミナー講師 

2010/10/25～27 

フアンカルロス・ドゥラン 2010/10/28～29 

ルベン・ブルゴス 
第3回全国研修セミナー講師 

2010/12/13～15 

グロリア・サバト 2010/12/15～17 

ラウル・ベリス 第4回全国研修セミナー講師 2011/7/1 

ネリー・ガレアノ 第5回全国研修セミナー講師 2011/7/11～13 

ベッツィ・オレリャノ 
第7回全国研修セミナー講師 

2011/12/7 

テレサ・ルイス 2011/12/8～9 

ダリンカ・コスティック 

セルヒオ・オルティス 

クリスティアン・アビレス 

サンタクルス県心理検査講師 2011/5～9（4回） 

ロサリオ・メヒア コチャバンバ県心理検査講師 2011/6～9（3回） 

ロシオ・ペレド 

ヘモヘネス・カリリョ 
ラパス県心理検査講師 2011/5～9（4回） 

ロサリオ・メヒア テキスト1の校正 2011/2/26～3/21 

テレサ・ルイス 
第 9回全国研修セミナー講師

（感覚統合） 
2012/5/21～25 

ロサリオ・メヒア 
県セミナー（心理検査）講師及

び発達検査表作成、他 
2012/6/15～11/15 

ロサリオ・メヒア 
発達検査表のバリデーション、

テキスト作成、研修講師、他 
2012/12/21～2013/5/31 

 

表４－８ 第三国専門家一覧 

氏 名 居住国 役 割 雇用期間 

イメルダ・フェルナン

デス 
アルゼンチン 第4回全国研修セミナー講師 

2011/6/26～29 

モニカ・モンフォルテ
2011/6/28～7/1 

ラウラ・リングア 

アナマリア・カルデナ

ス 
チリ 第5回全国研修セミナー講師 2011/7/9～16 

ネリー・ガレアノ コロンビア 
第6回全国研修セミナー講師 

第7回全国研修セミナー講師 

2011/10/19～26 

2011/11/31～12/7 
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ネリー・ガレアノ コロンビア 
児童・生徒の実態把握に関す

るフォローアップ 
2013/2/24～3/6 

 

（2）ボリビア側投入 

1）カウンターパート配置 

プロジェクト開始当初より表４－９のとおりC/Pが配置されている。このうち専任C/P

は教育省本省の特別支援教育担当技官1名のみであり、他のC/Pは本来業務との兼任にな

っている。また、プロジェクト開始当初、コアグループメンバーとして約80名を想定し

ていたが、異動や家庭の事情等により約半数以下に減少した。 

 

表４－９ カウンターパート一覧 

No. 役 割 氏 名 所 属 職位

1 プロジェクト・ダイレクター ベネチオ・キスペ 教育省高等教育次官室 次官

2 プロジェクト・マネジャー フェルナンド・カリヨン 教育省教員養成局 局長

3 コアグループ（専任） ルーシー・フェルナンデス 教育省教員養成局 技官

4 

コアグループ 

（兼任：教員養成校） 

ファニー・チャコン 

シモン・ボリバル教員

養成校 
教員

5 ルイサ・クシカンキ 

6 コンスエロ・タビラ 

7 フアン・グティエレス 

8 エレナ・マルティネス 

9 ミルタ・アルバレス 

エンリケ・フィノット

教員養成校 
教員

10 メルセデス・グスマン 

11 ビクトリア・モロン 

12 リリィ・オルトゥニョ 

13 ルティ・ロブレス 

14 
フアン・ヒメネス シモン・ロドリゲス教

員養成校 
教員

15 

コアグループ 

（兼任：特別支援教育センター）

ルス・バウティスタ 

ムルラタ・センター 

（知的障がい） 
教員

16 エドゥイン・コアキラ 

17 ナンシー・マイダナ 

18 リセット・オルティス 

19 ロサリオ・カベサス 

アプレシア・センター

（視覚障がい） 
教員

20 
クリスティーナ・デルガデ

ィリョ 

21 カテリネ・サルバティエラ

22 セリア・タピア 

23 ノルマ・バリェホス 

24 イレネ・フェルナンデス 

パラシリス・セレブラ

ル・センター 

（運動障がい） 

校長

25 ティタ・アルビス 

教員
26 マルケサ・レアニョス 

27 アーノルド・パルド 

28 マウリシオ・ソサ 
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29 

 

オリビア・サグレド 
フリア・ヒメネス・デ・

グティエレス聾学校 

（聴覚障がい） 

教員
30 スルマ・ソラレス 

31 エリカ・トレド 

32 パブロ・トレス 

33 ルドビナ・グティエレス 
プレファB・センター 

（知的障がい） 
教員34 カルロス・ニナ 

35 マルレーネ・キロス 

36 ナンシー・アバスト 

アウディオロヒア聾学校

（聴覚障がい） 
教員

37 マリアエレナ・アラルコン

38 オルランド・カマチョ 

39 アンヘラ・フエンテス 

40 
マリアエレナ・ビリャロエ

ル 

41 リディア・ペレド 

プレファ・コチャバン

バ・センター 

（知的障がい） 

校長

42 マリー・カルタヘナ 

教員
43 マルタ・アンテサナ 

44 アンパロ・リオス 

45 ロベルト・ロペス 

 

2）ローカルコスト負担 

全国研修セミナー実施、全国研究大会実施、及びモニタリング（全国研修セミナーの

際）のコストとしてプロジェクト開始からの負担額は、60万8,063ボリビアーノ（8万7,999

米ドル）に上り、全額が教育省のバスケット・ファンドから供出されている。 

教育省が開催費として、参加教員の日当、交通費及び教材費を支払った研修は表4-10

のとおり。 

 

表４－10 参加教員の日当、交通費及び教材費を支払った研修 

開催期間 名 称 開催地 参加者数 主要内容 

2010/7/12～16 
第1回全国研修 
セミナー 

ラパス 59 
・発達心理学 
・神経生理学 
・ボリビアの障がいの現状 

2010/10/25～
29 

第2回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 57 
・障がい（知的、発達）関連基

礎知識 
2010/12/13～
17 

第3回全国研修 
セミナー 

コチャバンバ 58 
・障がい（感覚障がい）関連基

礎知識 
2011/6/27～
7/1 

第4回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 ・視覚障がいの指導法 

2011/7/15～11 
第5回全国研修 
セミナー 

コチャバンバ 43 ・聴覚障がいの指導法 

2011/10/24～
28 

第6回全国研修 
セミナー 

ラパス 42 
・発達障がい/知的障がいの指導

法 

2011/12/5～9 
第7回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 
・運動障がい（重複障がい）の

指導法 

2012/2/27～
3/2 

第8回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 
・日本の特別支援教育 
・個別指導計画の作成 
・知的障がい/視覚障がいの指導法
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2012/5/21～25 
第9回全国研修 
セミナー 

ラパス 43 

・感覚統合 
・特別支援教育における指導法

（教室環境整備、授業案作成、

ケーススタディ、他） 

2012/8/27～31 
第10回全国研修 
セミナー 

コチャバンバ
43 

（+21）

・ケーススタディの発表と検討

会 
・机といすの供与式（アウディ

オロヒア聾学校） 

2012/10/24～
26 

第1回全国研究大会 サンタクルス 100 

・プロジェクトターゲット校に

よる学校紹介、ケーススタデ

ィ発表、授業研究会 
・参加者：サンタクルスの参加

教員、ベニ・パンド/サンタク

ルス県の教員養成校教員、ベ

ニ /サンタクルス県の特別支

援学校/普通学校教員、オブザ

ーバーほか 

2012/11/8～9 第2回全国研究大会 ラパス 70 

・プロジェクトターゲット校に

よる学校紹介、ケーススタデ

ィ発表、授業研究会 
・参加者：ラパスの参加教員、

ラパス /オルロ /ポトシ県の教

員養成校教員、ラパス県の特

別支援学校/普通学校教員、オ

ブザーバーほか 

2012/11/15～
16 

第3回全国研究大会 コチャバンバ 60 

・プロジェクトターゲット校に

よる学校紹介、ケーススタデ

ィ発表、授業研究会 
・参加者：コチャバンバの参加

教員、コチャバンバ /タリハ /
チュキサカ県の教員養成校教

員、コチャバンバ県の特別支

援学校/普通学校教員、オブザ

ーバーほか 

 

3）プロジェクトの執務場所の提供 

教育省は、プロジェクトの日本人専門家とその現地コンサルタントに執務場所と机と

いすを提供した。しかし、教育省の組織変更等に伴い、3度にわたる執務場所の変更を余

儀なくされた。 

 

４－１－２ 活動実績及び成果の達成状況 

成果１：コアグループの障がいに関する基礎知識が向上する。 

指標：1-1 研修時の事前・事後テスト結果 

1-2 実習結果（公開授業の評価結果） 

障がいに関する基礎知識の向上のため、以下のとおり全国研修セミナー、県研修セミナー・

本邦研修が実施された。 

 



 

－20－ 

表４－11 障がいに関する基礎知識の向上のために実施された研修 

開催期間 名 称 開催地 参加者数 主要内容 

2010/6 
第1回県研修 
セミナー 

ラパス、サン

タクルス、コ

チャバンバ 
43 

・研修計画立案 
・ベースライン調査 

2010/7/12～16 
第1回全国研修 
セミナー 

ラパス 59 
・発達心理学 
・神経生理学 
・ボリビアの障がいの現状 

2010/9/1～ 
2010/10/9 

地域別研修1 
南米地域 
特別支援教育 

筑波大学人間

学群障害科学

類 
筑波大学特別

支援教育研究

センター 

3 

1. ラミロ・クエンタス教育省教

員養成局長（当時、現中等教

育局長） 
2. コンスエロ・ダビラ教員養成

校教員 
3. ジョニー・モレノ教員養成校

教員 
2010/10/25 ～

29 
第2回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 57 
・障がい（知的、発達）関連基

礎知識 
2010/12/13 ～

17 
第3回全国研修 
セミナー 

コチャバンバ 58 
・障がい（感覚障がい）関連基

礎知識 
2011/6/27 ～

7/1 
第4回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 ・視覚障がいの指導法 

2011/7/15～11 
第5回全国研修 
セミナー 

コチャバンバ 43 ・聴覚障がいの指導法 

2011/8/20～ 
2011/10/1 

地域別研修2 
南米地域 
特別支援教育 

筑波大学人間

学群障害科学

類 
筑波大学特別

支援教育研究

センター 

3 

1. ルーシー・フェルナンデス教

育省技官 
2. ファニー・チャコン教員養成

校教員 
3. リリィ・オルトゥニョ教員養

成校教員 
2011/10/24 ～

28 
第6回全国研修 
セミナー 

ラパス 42 
・発達障がい/知的障がいの指導

法 

2011/11/1～ 
2011/11/25 

本邦研修1 
日本の特別支援教育 
（視覚・聴覚障が

い） 

 
筑波大学特別

支援教育研究

センター 
 
附属視覚特別

支援学校 
 
附属聴覚特別

支援学校 
10 

＜聴覚障がいグループ＞ 
1. オルランド・カマチョ聾学校

教員 
2. ミルタ・アルバレス教員養成

校教員 
3. マリアエレーナ・マリティネ

ス教員養成校教員 
4. スルマ・ソラレス聾学校教員

5. ナンシー・アバスト聾学校教

員 
6. オリビア・サグレド聾学校教

員 
＜視覚障がいグループ＞ 
1. フアン・グエティエレス教員

養成校教員 
2. クリスティーナ・デルガディ

リョ盲学校教員 
3. カテリネ・サルバティエラ盲

学校教員 
4. ロサリオ・カベサス盲学校教

員 
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2011/11/7～ 
2011/11/11 

本邦研修2 
特別支援教育教員

養成制度強化 

同上 
筑波大学人間

学群障害科学

類 

1 
テラサス・アルマンド教育省高

等教育次官 

2011/12/5～9 
第7回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 
・運動障がい（重複障がい）の

指導法 

2012/2/27 ～

3/2 
第8回全国研修 
セミナー 

サンタクルス 43 

・日本の特別支援教育 
・個別指導計画の作成 
・知的障がい/視覚障がいの指導

法 

2012/5/21～25 
第9回全国研修 
セミナー 

ラパス 43 

・感覚統合 
・特別支援教育における指導法

（教室環境整備、授業案作成、

ケーススタディ、他） 

2012/6/4～ 
2012/6/29 

本邦研修3 
日本の特別支援教育 
（知的・発達障が

い、運動・重複障が

い） 

筑波大学特別

支援教育研究

センター 
 
附属大塚特別

支援学校 
 
附属桐が丘特

別支援学校 
 
附属久里浜特

別支援学校 
10 

＜運動・重複障がいグループ＞

1. マリア・ルイサ・クシカンキ

教員養成校教員 
2. ルティ・ロブレス教員養成校

教員 
3. イレネ・フェルナンデス運動

障がい特別支援学校校長 
4. マウリシオ・ソサ運動障がい

特別支援学校教員 
5. マルケサ・レアニョス運動障

がい特別支援学校教員 
＜知的障がいグループ＞ 
1. ビクトリア・モロン教員養成

校教員 
2. リディア・ペレド知的障がい

特別支援学校校長 
3. ルドビナ・グティエレス知的

障がい特別支援学校教員 
4. ルトゥ・バウティスタ知的障

がい特別支援学校教員 
5. リセット・オルティス知的障

がい特別支援学校教員 

2012/8/13 

第5回県研修 
セミナー 
（サンタクルス教

員と知的・運動教員

対象） 

サンタクルス
25 

（+50）
・運動障がいに関する日本での

研修成果の発表、公開授業 

2012/8/15 

第3回県研修 
セミナー 
（ラパス教員・技官

と知的障害教員対

象） 

ラパス 
22 

（+25）

・知的・発達障がいに関する日

本での研修成果の発表、公開

授業 

 

全国研修セミナーにおける事前・事後テスト及び実習の評価結果の比較により、成果1は達成

されたといえる。 

理論面での理解が不十分である点はみられるものの、全体としてコアグループの障がいに関

する知識向上が確認された。これは、事前テストでは参加者の約７割の得点率が50％以下であ
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ったのに対し、事後テスト及び実習では7割以上の参加者が50％以上の得点率を得たことからも

明らかである。 

なお、個別に分析すると、プロジェクト活動以外にも研修で獲得した知識や技術を積極的に

日々の教育実践に生かしている教員とそうでない教員との間には大きな差が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ コアグループの事前、事後、実習の評価結果 

  
成果２：コアグループの特別支援の必要な児童・生徒の実態把握及び発達診断能力が向上する。

指標：2～1（各コアグループメンバー作成の）個別指導計画（プロフィール部分）の完成度

 

成果2達成に向けて、心理検査（教育心理アセスメント）の習得等を目的とした県研修セミナ

ーが実施された。 

 

表４－12 心理検査の習得等のために実施された県研修セミナー 

開催期間 名 称 開催地 参加者数 主要内容 

2010/11～12 
第2回県研修 

セミナー 

ラパス、サン

タクルス、コ

チャバンバ 

120 

・各パイロット特別支援学校に

て実施 

・個別指導計画 

2011/2 
第3回県研修 

セミナー 

ラパス、サン

タクルス、コ

チャバンバ 

200 

・各パイロット特別支援学校に

て実施 

・発達診断技術の習得、実態把

握の方法の習得 

・授業案の作成 

2011/5～9 
ラパス県心理検査 

セミナー（4回） 
ラパス 10×4 

・レーヴン色彩マトリックス検

査 

・グッドイナフ人物画知能検査

・ベンダー視覚運動ゲシュタル

トテスト 
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2011/5～9 
サンタクルス県心理

検査セミナー（4回） 
サンタクルス 23×4 

・レーヴン色彩マトリックス検

査 

・グッドイナフ人物画知能検査

・ベンダー視覚運動ゲシュタル

トテスト 

2011/6～9 
コチャバンバ県心理

検査セミナー（3回） 
コチャバンバ 10×3 

・レーヴン色彩マトリックス検

査 

・グッドイナフ人物画知能検査

・ベンダー視覚運動ゲシュタル

トテスト 

・フロスティッグ視知覚発達検

査 

・RP-30 

2012/6/25 

第1回県研修 

セミナー 

（コチャバンバ教員

対象） 

コチャバンバ
9 

（＋2）

・心理検査：RP 30、BAPAE、

K-BIT 

2012/6/29 

第1回県研修 

セミナー 

（ラパス教員・技官

対象） 

ラパス 6 
・心理検査：フロスティッグ、

RP 30 

2012/7/6 

第2回県研修 

セミナー 

（サンタクルス知

的・運動教員対象） 

サンタクルス 11 
・心理検査：フロスティッグ、

RP 30 

2012/7/7 

第2回県研修 

セミナー 

（サンタクルス視

覚・聴覚教員対象） 

サンタクルス 11 
・心理検査：フロスティッグ、

RP 30 

2012/7/13 

第3回県研修 

セミナー 

（コチャバンバ教員

対象） 

コチャバンバ 11 ・心理検査：PRON-L、PEABODY

2012/7/20 

第2回県研修 

セミナー 

（ラパス教員・技官

対象） 

ラパス 10 ・心理検査：BAPAE、K-BIT 

2012/7/27 

第4回県研修 

セミナー 

（サンタクルス知

的・運動教員対象） 

サンタクルス 11 ・心理検査：BAPAE、K-BIT 

2012/7/28 

第4回県研修 

セミナー 

（サンタクルス視

覚・聴覚教員対象） 

サンタクルス 11 ・心理検査：BAPAE、K-BIT 
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2012/8/8 

第5回県研修 

セミナー 

（コチャバンバ教員

対象） 

コチャバンバ 11 
・心理検査：EDAF、Currículo 

Carolina 

2012/8/11 

第5回県研修 

セミナー 

（サンタクルス視

覚・聴覚教員対象） 

サンタクルス 11 ・心理検査：PRON-L、PEABODY

2012/8/18 

第5回県研修 

セミナー 

（サンタクルス知

的・運動教員対象） 

サンタクルス 11 ・心理検査：PRON-L、PEABODY

2012/9/25 

第4回県研修 

セミナー 

（ラパス教員・技官

対象） 

ラパス 9 
・心理検査：EDAF、Currículo 

Carolina 

2012/9/27 

第7回県研修 

セミナー 

（サンタクルス知

的・運動教員対象） 

サンタクルス 11 
・心理検査：EDAF、Currículo 

Carolina 

2012/9/28 

第7回県研修 

セミナー 

（サンタクルス視

覚・聴覚教員対象） 

サンタクルス 11 
・心理検査：EDAF、Currículo 

Carolina 

 

コアグループメンバーが作成した個別指導計画（プロフィール部分）を、日本人専門家が4段

階で評価（高い順にA～D）した結果、完成度の向上が確認された。2012年4月には約8割がCレ

ベルであったのに対し、2013年2月には約8割がAレベルに到達している。よって、成果2も達成

されたといえる。 

 

表４－13 コアグループの実態把握・発達診断能力（個別指導計画プロフィール部分の評価） 

評価基準 
コアグループ人数（教員数） 

2012/3/8時点 2012/4/7時点 2012/8/31時点 2013/2/1時点 

A 

43 

2 12 27 

B 5 22 5 

C 27 6 1 

D 0 0 0 0 

計 43 34 40 33 

＜評価基準＞ 

A：精緻な観察に基づいて各児童・生徒に適した個別指導計画を作成できる 

B：十分な情報収集と正確な分析に基づいて個別指導計画を作成できる 

C：フォーマットに従って個別指導計画を作成できる（フォーマットが埋められる） 

D：不十分な個別指導計画しか作成できない（フォーマットの記述が不十分である） 
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成果３：コアグループの特別支援教育における計画能力が強化される。 

指標：3-1（各コアグループメンバー作成の）個別指導計画（指導計画部分）の完成度 

3-2（各コアグループメンバー作成の）授業案の完成度 

成果3の活動は、成果1・2と併せて行われた。 

コアグループメンバーが作成した個別指導計画（指導計画部分）を、日本人専門家が4段階で

評価（高い順にA～D）した結果、完成度の向上が確認された。2012年3月には約7割がDレベル

であったのに対し、2013年2月には約6割がAレベルに到達している。 

 

表４－14 コアグループの計画能力（個別指導計画指導計画部分の評価） 

評価基準 
コアグループ人数（教員数） 

2012/3/8時点 2012/4/7時点 2012/8/31時点 2013/2/1時点 

A 0 0 4 21 

B 0 7 28 10 

C 12 13 8 2 

D 31 16 0 0 

計 43 36 40 33 

＜評価基準＞ 

A：実施可能かつ評価可能な個別指導計画を作成できる 

B：具体的な目標とそれに対応した指導法を含む個別指導計画を作成できる 

C：フォーマットに従って個別指導計画を作成できる（フォーマットが埋められる） 

D：不十分な個別指導計画しか作成できない（フォーマットの記述が不十分である） 

 

また、授業案の完成度についても同様に4段階評価（高い順にA～D）を行った結果、2012年3

月には約7割がCレベル以下であったのに対し、2013年2月には約7割がAレベルに到達しており、

完成度の向上が確認された。 

以上により、成果３は達成されたといえる。 

 

表４－15 コアグループの授業案の完成度 

評価基準 
コアグループ人数（教員数） 

2012/3/8時点 2012/5 時点 2013/2/1時点 

A 0 0 24 

B 13 5 11 

C 15 16 0 

D 14 20 0 

計 42 41 35 

＜評価基準＞ 

A：児童・生徒の個別指導計画に基づく授業案が作成できる 

B：内容に過不足のない授業案が作成できる 

C：授業案の略案が作成できる 

D：不十分な授業案しか作成できない 
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成果４：コアグループの教育実践が向上する。 

指標：4-1 授業観察シートに基づく公開授業の評価結果 

4-2 授業観察者としての公開授業への参加度評価 

成果４の活動は、成果1・2と併せて行われた。 

コアグループメンバーの教育実践については、プロジェクト開始当初より一定の向上がみら

れることから、コアグループメンバーが既に特別支援教育の実践能力を身につけていたといえ

る。とはいえ、研修・セミナーで得た知識や技術を日々の授業実践で活用している研修参加者

ほど、教育実践の向上度に大きな変化がみられた。 

 

表４－16 コアグループの教育実践能力（公開授業実施の評価） 

評価基準 
コアグループ人数（教員数） 

2012/6～8 時点 2012/10～11 時点 

A 0 5 

B 21 17 

C 1 0 

D 0 0 

計 22 22 

＜評価基準＞ 

A：10点満点中8～10点、B：5～7点、C：1～4点、D：0点 

 

また、公開授業の評価結果と公開授業への参加度評価からは、より的確な授業観察の視点を

習得することで、自らの教育実践能力の向上にもつながることが明らかとなった。 

以上の結果により、成果４は達成された。 

 

表４－17 コアグループの教育実践能力（授業観察者としての評価） 

評価基準 
コアグループ人数（教員数） 

2012/6～8 時点 2012/10～11 時点 

A 5 22 

B 21 20 

C 16 0 

D 0 0 

計 42 42 

＜評価基準＞ 

A：実施済み公開授業に関して改善提案ができる。 

B：実施済み公開授業の良い点と改善点を指摘できる。 

C：実施済み公開授業の問題点を指摘できる。 

D：実施済み公開授業について何もコメントしない。 

 

成果５：1～4の成果をまとめた教材が作成される。 

指標：5-1公式教材としての発行 

成果５は、達成に向けて進捗している。 
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プロジェクトでは、以下表４－18のとおり8種類の教材（理論編3種類、ケーススタディ編5種

類）を作成している。現在は教材の執筆を完了し、編集・校正・公式化の段階にある。なお、

ケーススタディ教材の執筆を担当したコアグループメンバーの教材作成経験が少なかったこと、

プロジェクトの活動計画がボリビアの学校歴と合致していなかったことから、執筆に時間を要

し、プロジェクト期間を6カ月延長することとなった。全教材の出版は、2013年4月中旬に完了

する見込みである。 

 

表４－18 作成した8種類の教材 

① 

人間の成長と発達：障がい理解のための基礎Ⅰ 

Crecimiento y Desarrollo Humano：Base Neurofisiológica - Psicológica para la Comprensión de la 

Discapacidad I 

② 

神経構造・運動・感覚・言語に関する生理学：障がい理解のための基礎Ⅱ 

Fisiología de Sistema Nervioso, Motora, Sensorial y de Lenguaje：Base Neurofisiológica - 

Psicológica para la Comprensión de la Discapacidad II 

③ 

ボリビアの障がいに関する政策・法規・現状：障がい理解のための基礎Ⅲ 

Políticas, Leyes, Reglamentos y Situación actual para Discapacidad en Bolivia - para la 

Comprensión de la Discapacidad III 

④ 
知的障がい児の教育 －ケーススタディ 

Enseñanza para Alumnos/as con Discapacidad Intelectual - Estudio de Caso - 

⑤ 
視覚障がい児の教育 －ケーススタディ 

Enseñanza para Alumnos/as con Discapacidad Visual - Estudio de Caso - 

⑥ 
聴覚障がい児の教育 －ケーススタディ 

Enseñanza para Alumnos/as con Discapacidad Auditiva - Estudio de Caso - 

⑦ 
運動障がい児の教育 －ケーススタディ 

Enseñanza para Alumnos/as con Discapacidad Física Motora - Estudio de Caso - 

⑧ 
発達障がい児の教育 －ケーススタディ 

Enseñanza para Alumnos/as con Discapacidad（Trastorno）de Desarrollo - Estudio de Caso - 

 

成果６：コアグループにより、所属校においてプロジェクト活動のモニタリングが実施される。

指標：相互モニタリングの実践回数 

当初、本省技官によるモニタリング実施を想定していたが、専門性不足から代替案としてプ

ロジェクトの技術評価に継続教育専門ユニット（UNEFCO）技官を活用することになった。し

かし、教育省の実施する教員補完研修プログラム（PROFOCOM）等の活動により、UNFCO技官

が多忙であったため、彼らによるモニタリング実施の機会は十分に得られなかった。 

この代わりとして、プロジェクトでは相互モニタリング手法を導入し、コアグループメンバ

ー間での意見交換と経験共有を効果的に実施することに成功したことから、成果６は達成され

たといえる。 

 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材として育成され

る。 

指標：専門知識、診断能力、計画能力、実践能力の総合評価（成果１～４の指標の総合評価）
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プロジェクト目標は達成された。 

成果１～４の指標の評価結果から、プロジェクト開始当初と比較して、コアグループメン

バーの特別支援教育に関する理論・知識や教育実践は向上したといえる。また、コアグルー

プメンバーが教材作成を担ったことにより、彼ら自身の専門性の深化や、理論知識と教育実

践の一体化が可能になった。このような専門性の向上は、コアグループメンバーの自信を高

め、さらにはボリビアにおける特別支援教育専門人材のネットワーク強化につながった。 

ただし、ボリビアの特別支援教育の人材育成は始まったばかりであり、ケーススタディや

公開授業を通して、更なる専門性の向上が必要である。 

 

表４－19 コアグループの能力（専門知識、診断能力、計画能力、実践能力の総合評価 

評価 

項目 
評価指標 

評価 

時期 

評価基準別累計人数（％）  

A B C D 計 

成果1： 

専門 

知識 

理論×事前

テスト 

研修 

総計 

1 

（0.2） 

37 

（6.3） 
154（26.3） 393（67.2） 

585

（100.0）

理論×事後

テスト 

41 

（7.4） 
164（29.5） 202（36.4） 148（26.7） 

555

（100.0）

実習 63（14.3） 184（41.8） 128（29.1） 65（14.8） 
440

（100.0）

成果2： 

診断 

能力 

個別指導 

計画 

プロフィー

ル部分 

2012/3 43（100.0） 
0 

（0.0） 

43（100.0）

2013/2 27（81.8）
5 

（16.1）

1 

（2.1） 

0 

（0.0） 

33（100.0）

成果3： 

計画 

能力 

個別指導 

計画 

指導計画 

部分 

2012/3 0（0.0）
0 

（0.0） 
12（27.9） 31（72.1） 

43（100.0）

2013/2 21（63.6） 10（30.3）
2 

（6.1） 

0 

（0.0） 

33（100.0）

授業案 

2012/3 0（0.0） 13（31.0） 15（35.7） 14（33.3） 42（100.0）

2013/2 24（68.6） 11（31.4）
0 

（0.0） 

0 

（0.0） 

35（100.0）

成果4： 

実践 

能力 

公開授業 

2012/8 
0 

（0.0） 
21（95.5）

1 

（4.5） 

0 

（0.0） 

22（100.0）

2013/2 5（22.7） 17（77.3）
0 

（0.0） 

0 

（0.0） 

22（100.0）

授業観察者 

2012/8 
5 

（11.9） 
21（50.0） 16（38.1）

0 

（0.0） 

42（100.0）

2013/2 22（52.4） 20（47.6）
0 

（0.0） 

0 

（0.0） 

42（100.0）
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第５章 評価結果 
 

５－１ 5項目評価結果 

５－１－１ 妥当性 

特別支援教育/インクルーシブ教育の推進は、2009年発表のボリビア国家政策、及び2010年制

定の「教育基本法」において優先課題の1つに掲げられていることから、プロジェクトの政策面

での整合性は高い。また、特別支援教育の教員養成により専門性を強化し、障がい児への教育

実践を向上させる必要性が高い一方、ボリビアでは基礎情報すら不足していたことから、本分

野への協力は現地ニーズに合致している。 

また、プロジェクトは、わが国のODA分野別政策「日本の教育協力政策（2011～15）」の重点

分野1「すべての人に質の高い教育を」に合致しており、「対ボリビア多民族国事業展開計画」

（2012年6月）において、重点分野「人材育成を中心とした社会開発」、開発課題「教育」の下

で、「障がい者支援」プログラムに位置づけられていることから、日本の協力方針とも整合性が

高い。 

以上から妥当性は高いと判断される。 

 

５－１－２ 有効性 

プロジェクト目標は達成されている。また、成果とプロジェクト目標の因果関係については、

以下のとおりロジカル・フレームワークで整理され、適切にデザインされている。以上から有

効性は高いと判断される。 

なお、成果からプロジェクト目標に至る外部条件は設定されていないが、プロジェクト目標

達成の貢献要因・阻害要因を、以下５－２－１及び５－２－２に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 成果とプロジェクト目標の因果関係 

ボリビアの特別支援教育が改善される。

特別支援教育に携わる人材育成が強化される。

コアグループが教員研修や特別支援教育ネットワークを通じ
て習得した知識・技術・経験を他の教員と共有する。

コアグループがボリビアの特別支援教育を担う中核人材とし
て育成される。

成果をまとめた教材が作成される。

コアグループの各教育施設における教育実践が向上する。

コアグループの障がいに
関する基礎知識が向上

する。

コアグループの児童・生
徒の実態把握及び発達
診断能力が向上する。

コアグループの計画能力
が強化される。

プロジェクト目標

成果5

成果4

成果1 成果2 成果3

上位目標
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５－１－３ 効率性 

投入はボリビア・日本国側双方ともにおおむね適切な質・量・時期によって管理・実施され、

成果達成に結びついている。ただし、ボリビア側については、教材執筆担当のコアグループメ

ンバーの経験不足とプロジェクト活動計画と学校歴との不一致により、執筆活動の遅延が生じ

た。この結果、教材の完成及び全国普及のため、プロジェクト期間を6カ月延長したことから、

効率性は中程度と判断される。 

なお、活動から成果に至る外部条件は設定されていない。 

 

５－１－４ インパクト 

上位目標「コアグループが活用されることにより、特別支援教育に携わる人材育成が強化さ

れる。」達成に向けては、特別支援教育分野の教員養成の質の向上がみられる。コアグループメ

ンバーにより計81回の研修・セミナーが実施され、延べ2,000人が参加した。 

正のインパクトとしては、①高等教員養成校において特別支援教育の関心が向上し、教育環

境の改善にもつながったこと、②特別支援教育センター内で教員・関係者間の連携が強化され

たこと、③教室での教育実践向上や家庭訪問を通して、高等教員養成校・特別支援教育センタ

ーの教員と障がい児の両親との良好な関係が構築されたこと、等が挙げられる。また、高等教

員養成校の教員は、本プロジェクトで教材執筆をした経験を生かし、教員養成課程のカリキュ

ラム作成にも関与しており、作成教材は同課程のテキストとして活用される見込みである。一

方、負のインパクトはみられない。 

以上から、インパクトは高いと判断される。 

 

５－１－５ 持続性 

コアグループメンバーが習得した知識・技術は、ボリビアの特別支援教育の質の向上に有効

であることが確認されており、教材作成や中核人材の育成を通じて技術面での持続性はおおむ

ね担保されている。なお、コアグループメンバーの教材開発能力には改善の余地が残されてい

るが、高い研修運営能力を身につけていることから、今後も公開授業やケーススタディを通し

て、継続的な能力向上・専門性強化を図ることが期待される。また、作成教材の具体的な活用

計画は策定されていないが、コアグループの在籍する高等教員養成校や特別支援教育センター、

今後実施予定の研修参加者により活用される見込みである。 

法制度・政策面においても、特別支援教育の強化は、ボリビアの法律・政策に一致すること

から、持続性は担保されている。しかし、教育省及び高等教員養成校の特別支援教育分野への

優先的な予算配賦、特別支援教育センターでの予算確保等、財政面での持続性は懸念が残る。

また、高等教員養成校における特別支援教育養成課程の新入生受入れ計画や、同課程教員の職

の安定性にも課題が残る。 

以上から、持続性は中程度と判断される。 

 

５－２ 阻害・貢献要因 

５－２－１ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト開始当初から、高等教員養成校及び特別支援教育センターと協働しプロジ
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ェクト活動を実施する計画を立案していたことにより、教室現場における教育実践能力向

上につながった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施プロセスにおける貢献要因としては、コアグループメンバーが強い責任感をもって

積極的にプロジェクト活動へ参加したこと、また、教育省関係者も高いイニシアティブの

下、予算・プロジェクト運営面で高い貢献を果たしたことが挙げられる。 

併せて、法制度・政策や、システム・組織体制に関しても、特別支援教育について継続

的に広報・啓発活動を行ったこと、教育省の責任者や高等教員養成校・特別支援教育セン

ターの校長から必要な支援が得られたことも、効果発現に貢献した。 

 

５－２－２ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特別支援教育に係る政策の詳細や、教員養成カリキュラム・法規が未整備の状態でプロ

ジェクトを開始したことにより、プロジェクトのインパクト発現に制約が生じた。また、

計画時点では、コアグループメンバーの科学的調査・学術論文執筆に係る知識・経験の少

なさを十分に把握できておらず、ケーススタディ実現に必要な学校歴との整合性が十分に

考慮されていなかったため、教材執筆に遅延が生じた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施プロセスの問題点としては、プロジェクト期間中にコアグループメンバーが減少し

たこと（当初計画80名→現行42名）や、人事問題に起因してシモン・ロドリゲス高等教員

養成校（コチャバンバ)からの参加者が少なかったことが挙げられる。また、教育省の責任

者や高等教員養成校・特別支援教育センターの校長が頻繁に交代し、プロジェクト活動の

調整に多大な労力を要したが、これに対しては、専門家が直接かつ適時に関係者への説明

を行い、プロジェクト活動への理解を得ることで問題の回避に成功した。 

 

５－３ 結論 

本プロジェクトは、2013年5月末までに予定された活動をすべて終了する見込みである。 

教育省の調整の下、関係機関のイニシアティブとコアグループメンバーの積極的な貢献、適切

な技術支援によって、プロジェクト目標及び各成果が達成された。 

また、プロジェクトで紹介された知識・技術は、ボリビアの特別支援教育の質向上に有効であ

ることが明らかになった。併せて、特別支援教育センターの教育実践においても、正のインパク

トがあったことが確認された。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

（1）プロジェクトを予定どおり2013年5月31日に終了する。 

 

（2）プロジェクトで開発した教材を教員養成及び継続教育（現職教員研修等）にも活用する。 

 

（3）プロジェクトに参加した特別支援教育センターをモデル校（リソースセンター）として位

置づけ、研修・セミナーの実施や、高等教員養成校の実習に活用する。 

 

（4）高等教員養成校においても、教室現場での教育実践能力を強化し、障がい児のケーススタ

ディを深化させる。 

 

（5）コアグループはじめプロジェクト関係者の経験を明文化し、特別支援教育制度整備に活用

する。 

 

６－２ 教訓 

（1）プロジェクト成果を最大化し、正のインパクトを確保するためには、現行の教育開発の方

向性に即した政策・法制度の確立が不可欠である。 

 

（2）特別支援教育の専門性は4分野（視覚・聴覚・知的障がいと肢体不自由）に分かれており、

専門性の深化・分化が顕著であることから、1名の専門家が全領域をカバーするには限界が

ある。プロジェクト形成時にはこの点を勘案し、より戦略的な人的投入を実施すべきであ

る。 

 

（3）プロジェクトの効率的な運営のためには、相手国の組織規定に配慮しつつ懸案事項に係る

意思決定過程を明確にするとともに、日本・ボリビア国側双方関係者の意思統一が重要で

ある。 

 



付 属 資 料 

 

１．議事録（Acta）  
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